
ドイツ 
 
第１章 ドイツ住居所有権法の沿革と法的基盤 

 ドイツ住居所有権法（以下、WEG ともいう。）は 1951 年に成立し、以降 2007 年に至る

まで大きな改正を経験しなかった。確かに、ドイツにおいても、時代の変化とともに住居

所有権法の抱える様々な問題の発生が認識されていたのであり、実際にも法改正が試みら

れたこともあった。しかしながら結局はこれらの動きが実を結ぶことはなかった。 

 しかし、ドイツ連邦通常裁判所（BGH）の 2000 年決定（住居所有権者の決議による決

定権限の範囲を限界付けた。）および 2005 年決定（住居所有権者の団体（共同体）に部分

的権利能力を承認した。）に代表される判例における法発展を経て、ドイツ住居所有権法は

2007 年に大きく改正された。2007 年法改正における主たる改正点は、①住居所有権者の団

体が部分的権利能力を有することを明文化したこと（WEG10 条 6 項）、②住居所有権者の

合意形成の要件を緩和したこと（多数決による決議が認められる事項の範囲を拡張すると

ともに、全員合意を要する事項の範囲を狭めた。）、③非訟事件手続から民事訴訟手続への

移行による裁判所の負担の軽減を図ること、の 3 点である。このうち、本研究においては

特に②に注目する。 

 ところで、建物の区分所有の法的構成については、建物全体を区分所有者の共有として

各住居につき排他的な利用権を認める構成（例えばスイス・オーストリア）と、住居に対

する単独所有権と土地及び共用部分についての共有とが不可分に結合したものと構成する

方法があるが、ドイツ法は、日本法と同様に後者の法的構成を採用している。但し、ドイ

ツにおいては、ローマ法以来の「地上物は土地に属す」の原則が維持され、土地とその上

に建てられた建物が同一の不動産として扱われるから、住居所有権の構成要素としては（経

済的観点は別として）、敷地所有権及び建物の共用部分に対する共有持分が、各住居に対す

る個別的所有権よりも優先して挙げられることになる。 

ドイツにおいて、住居所有権（Wohnungseigentum）が民法上の共有（Miteigentum）

との関係においてどのように把握されるかであるが、住居所有権は共有の特別な一形態で

あるとの理解が一般的である。したがって、特別法たる住居所有権法が優先的に適用され、

ドイツ民法典（BGB）の共有に関する規定は補充的に適用される（WEG10 条 2 項）。ここ

で留意すべきは、BGB における共有の規定のされ方であるが、BGB においては、まず債権

債務関係としての「持分による共同関係（Gemeinschaft nach Bruchteilen）」が 741 条以

下において規定され、この共同関係が物権関係に反映されたものが、共有として 1008 条以

下に規定される。そして、1008 条以下の規定は、債権関係としての持分的共同関係と異な

る処理を必要とする例外的場面について規定したものであり、条文数も少ない。物権関係

としての共有についても、債権関係としての持分的共同関係に関する BGB741 条以下の規

定が補充的に適用されることになる。したがって、住居所有権に関しても、BGB の共有

（1008 条以下）に関する規定のほか、共同関係に関する規定（741 条以下）が補充的に適

用されることに留意しなければならない。 

 



  

 
第２章 住居所有権者の共同関係の非解消性（WEG11 条） 
 

WEG 第 11 条 [共同関係の非解消性] 

１． 住居所有権者は、共同関係の廃止を請求することができない。重大な理由に基づく廃止も同様と

する。これと異なる規約は、建物の全部又は一部が滅失し、かつ、再建の義務が存しない場合に限

り、効力を有する。 

２． 共同関係の廃止を請求する差押債権者の権利[民法第 751 条]及び倒産管財人の権利（倒産法第１

６条第２項）は、行使することができない。 

３． 共同体の管理財産に対しては、破産手続は開始しない。 

 

Ⅰ．規範の目的 

 WEG11 条の趣旨は、住居所有権の価格の安定性と取引能力を確保するために、個々の住

居所有権者に対し保障された法的地位を付与することにある。本条は、人的団体の構成員

としての住居所有権者が有する権利および義務は、他の住居所有権者（1 項 1 文）又は担保

権者若しくは倒産管財人（2 項）が共同関係の廃止を請求することにより剥奪されることが

ない旨を定めている。住居所有権者の共同関係は長期にわたって設定されており、このこ

とから、持分的共同所有関係（BGB 749 条ないし 751 条を参照1）と根本的に区別される。 

 

Ⅱ．非解消性の原則 

（１）住居所有権者の共同関係 

 この規定は、WEG10 条以下の意味における住居所有権者の共同関係についてのみ妥当す

る。この規定は、共同関係の前段階（Vorgemeinschaft；または「生成中の共同関係」とも

いう）にも準用される。しかし、これに対して当該規定は、一つの住居所有権または全て

の特別所有権が廃止された後の敷地に対する共有関係については適用されず、それゆえ、

住居所有権または特別所有権の廃止後の敷地の分割競売と矛盾するものではない。 

 

                                                  
1 BGB 749 条〔廃止の請求権〕：1 項「各共同者は何時でも共同関係の廃止を請求することがで

きる。」2 項「廃止を請求する権利が合意により、永久または一時的に排除されたときであって

も、重大な事由があるときは、廃止を請求することができる。告知期間を定めたときであっても、

同一の要件が存在するときは、この期間を保つことなくして廃止を請求することができる。」3
項「本条の規定に反して、廃止を請求する権利を排除又は制限する合意は無効とする。」 
 BGB 750 条〔死亡の場合の廃止の排除〕：共同者が共同関係の廃止を請求する権利を一時的に

排除したときは、この合意は疑わしいときは共同者の 1 人の死亡と共にその効力を失う。 
 BGB 751 条：〔廃止の排除と特定承継人〕共同者が共同関係の廃止を請求する権利を永久的ま

たは一時的に排除し又は告知期間を定めたときは、その合意は特定承継人の利益及び不利益にお

いてもその効力を生ずる。一債権者が一共同者の持分を差押さえたときは、差押債権者はその合

意にかかわらず、共同関係の廃止を請求することができる。但し、債務名義が単に仮執行力を有

するにすぎないときはこの限りでない。 

 



（２）一方的廃止の禁止 

 非解消性の原則は絶対的に妥当するわけではない。WEG11 条は単に、住居所有権者の共

同関係が個々の住居所有権者の一方的な廃止の請求により解消されることがないことを述

べるにとどまり、それが BGB 749 条 2 項の規定と異なり、重大な事由が存在する場合であ

っても同様であるとする（1 項 2 文）。建物が滅失し、再建義務が存在しない場合であって

も、共同関係の廃止請求権は存在しない。ただし、これと異なる内容の規約がある場合に

はこの限りでない（1 項 3 文）。住居所有権者の共同関係は、特別所有権がその対象を失っ

た場合でも存続する。 

 この規定は強行規定である。これは、法律上の廃止の権利および合意による廃止の権利

の双方について効力を有し、その結果、住居所有権者は、住居所有権者の共同関係の廃止

請求権を、―1 項 3 項に定める特別の場合を除き―例えば共同体規約において規約により設

定することができないし、また決議により設定することもできない。このような規約また

は決議は、強行規定に違反し無効である。一方的廃止の禁止は、11 条 2 項により、倒産管

財人（倒産法 InsO 84 条 2 項参照）および担保債権者（BGB 751 条）に対しても適用され

る。 

 結果として、もはや住居所有権者の共同関係に留まることを希望しない住居所有権者は、

その住居所有権を売却することによってのみ、共同関係から脱退することができる。これ

に対して、その共有持分および／または住居所有権につき、BGB 928 条2に従い土地登記所

に対する放棄の意思表示をなすことにより、その所有権を放棄することができない。所有

権の放棄（Dereliktion）は、それが全住居所有権者によってなされたものでない限りにお

いて無効である。 

 

 

Ⅲ．非解消性の例外 

 住居所有権者の共同関係の非解消性は、例外なく妥当するわけではない。住居所有権者

の共同関係は次の場合に廃止される。 

・ 全ての住居所有権の併合（Vereinigung）の場合に、法律に基づいて、または 

・ 建物が存続しているときに、合意による特別所有権の放棄により、または 

・ 建物の全部又は一部の滅失の場合に、住居所有権者の 1 人の請求によって。ただし、

これについて本条 1 項 3 文による規約の定めを必要とする。 

 

（１）住居所有権の併合（Vereinigung） 

 法律行為による取得または法律上の取得若しくは収用（Enteinigung）により、全住居

                                                  
2 BGB 928 条〔所有権の放棄、国庫の先占〕：1 項「不動産の所有権は、所有者が放棄の意思を

不動産登記所に表示しかつこれを不動産登記簿に登記することにより放棄することができる。」

2 項「放棄された不動産の先占権は、不動産が存在するラントの国庫に帰属する。国庫は、所有

者として不動産登記簿に登記されることにより、その所有権を取得する。」 

 



所有権が 1 人の住居所有権者または第三者に帰属することになったときは、住居所有権

者の共同関係は廃止される。単独所有者となった者は、WEG9 条 1 項 3 号に従い、住居

所有権登記簿の閉鎖を申請することができる。しかし、住居所有権者の共同関係は、登

記簿の閉鎖に左右されず終了する。住居所有権はそのまま存続し、第三者が住居を取得

すれば、それにより新たな住居所有権者の共同関係が成立する。 

 

（２）特別所有権の合意による放棄 

共同関係の非解消性については例外が認められる。特に、WEG11 条は、住居所有権者の

共同関係の一方的な廃止を排除するものであり、合意による廃止は同条に反するものでは

ない。そこで、住居所有権者が全員の合意で特別所有権を放棄することにより共同関係を

廃止する場合について概観しておこう。 

共同関係の廃止が認められるとしても、それには住居所有権者全員の合意だけでは不十

分である。住居所有権者の共同関係は、組合と異なり、契約により設定されるものではな

く法律に基づき住居所有権の設定により成立するのであるから、共同関係の解消もまた、

単なる廃止の契約ではなく、その物権的基礎が除去されることのみによって可能である。

この物権的基礎の除去は、特別所有権の廃止若しくは土地（敷地）所有権の全面的（allseitig）

な放棄により生じる。 

共同関係の廃止は、契約により、若しくは WEG11 条 1 項 3 文による規約を根拠として、

BGB 749 条 1 項に従い請求によりなされる。特別所有権がその空間単位のすべてについて

有効に廃止されるか、または敷地が共有者全員の放棄により帰属主体（所有者）を失うと、

住居所有権者の共同関係は廃止される。土地が無主物とならないときは、共有持分が混同

（Konfusion）若しくは土地の現物分割により単独所有権に転換しない限りにおいて、土地

に対する共有者の共同関係が依然として存続することになる。この土地を目的とする共同

関係については、もはや WEG11 条の適用はなく、各持分権者は、異なる内容の（明示ま

たは黙示の）合意がある場合を除き、BGB749 条に従い共同関係の廃止を請求することが

できる。土地についての持分的共同関係が廃止されると、分割につき BGB 752 条以下、特

に 753 条が適用される。 

施設全体を独立した複数の建物に分割することは、各建物に付属する敷地面積がそれぞ

れ別個に計測されている場合であっても、住居所有権者の共同関係の廃止には至らず、共

同体規約において認められているときは、下位共同体（Untergemeinschaft）が形成される

にとどまる。 

特別所有権が、空間単位の全てについてではなく、その一部について放棄されたときは、

住居所有権者の共同関係は、その他の空間部分について存続する（共同関係の一部解消）。

これには、例えば、地下駐車場の建設が予定されていたものの建設に至らず、かつ住居所

有権者もその完成について利益を有していない場合が該当する。この場合において、契約

上の放棄請求権が予め設定されていない限りにおいて、誠実義務の観点から、地下駐車場

 



に対する特別所有権を放棄し、それにより生じた共有持分権の単体を、住居所有権者にそ

の共有持分割合に応じて付与することが望ましいこともありうる。これに対して、特別所

有権が全く設定されておらず、ただ単体の共有持分が発生したときは、この共有持分の併

合（Vereinigung）または合筆（Zuschreibung）は、共有者の共同関係の一部解消に至るが、

住居所有権者の共同関係の一部解消には至らない。なぜなら、住居所有権者の共同関係は、

そもそも特別所有権が設定されたことを前提とするからである。 

 法律行為による住居所有権者の共同関係の廃止は次のように区別される。 

先ず、債務法上の放棄の契約である。これにより、住居所有権者はその共同関係を解消

する義務を負う。共同関係の解消は特別所有権の放棄を要件とするから、この契約は特別

所有権の放棄に必要な意思表示をなす義務をも含む。この契約は WEG10 条 3 項の意味に

おける規約ではない。というのも、この義務付けは、共同関係（Gemeinschaftsverhältniss）

に関するものではなく、共同関係の物権的基礎（ sachenrechtliche Grundlage des 

Gemeinschaftsverhältnisses）に関する事項であるからである。共同関係解消の契約は、

物的権利者の同意を必要とし（WEG 9 条 2 項、BGB 877 条、876 条）、BGB 311b 条 1 項

および BGB4 条 3 項により、公証人による公証を経なければならない。この契約は、それ

が例えば共同体規約の構成部分として土地登記簿に登記されたときであっても、WEG10 条

3 項の承継的効果を生じない（特定承継人に対して効力を生じない）。住居所有権者が現物

分割（Realteilung）についての義務を負ったときは、住居所有権者は、分割に必要な許可

の申請を協同して行わなければならない。 

 第二に、物権法上の廃止の契約である。債務法上の廃止の契約の転換のためには、住居

所有権者は、さらに物権的に合意をなし、権利の変更が土地登記簿に登記されなければな

らない。物権的合意は、WEG4 条 2 項により、BGB 925 条 1 項におけるアウフラッスング

について定められた方式を必要とする。土地登記簿への登記により、住居所有権者の共同

関係自体は終了し、WEG11 条の適用のない、敷地についての共有者の共同関係のみが存続

する。土地担保権は、担保の設定および順位の定めなくして、従前の特別所有権に代わる

共有持分権に対して存続する。 

最後に、債務法上の分割契約（Auseinandersetzungsvertrag）がある。廃止の契約と併

せて、若しくは廃止の契約にかかわらず、住居所有権者は、住居所有権の設定の際、若し

くは設定後に、特別所有権の廃止後の分割の仕方につき合意をなすことができる。かよう

な契約も、WEG10 条 2 項の意味における規約には当たらない。なぜなら、これはもはや共

同関係における住居所有権者の相互の関係を規律するのではなく、共同関係の解消後の共

有者の相互の関係を規律するものであるからである。この契約においては、分割方法とし

て、特別所有権を欠いた敷地の現物分割または売却を予定することができるし、また、例

えば現物分割の仕方について、BGB 752 条以下と異なる定めをなし、若しくは敷地の売却

後の代金の配分について定めることができる。この契約は、それが同時に特別所有権の廃

止、敷地の現物分割または売却、若しくは競売の義務付けを内容として含む場合には、BGB 

 



311b 条 1 項による方式（公証人による公証）を必要とする。 

 

（３）滅失の場合における、合意による廃止請求権（1 項 3 文） 

建物が完全にまたは部分的に滅失し（②）、再建の義務が存在しない場合において（③）、

共同関係の廃止について規約による定めがあるとき（①）は、例外的に、個々の住居所有

権者は、他の住居所有権者の意思に反しても共同関係の廃止を請求することができる。 

①規約による定め 

 廃止請求権の要件は、請求権がそれとして「規約により合意されていること」である。

廃止請求権を多数決により決議した場合には、住居所有権者はそれにつき決議権限を欠く

ことから、当該決議は無効となろう。これに対して、開口条項を根拠とする多数決による

決議は有効と認められる（かかる決議は WEG10 条 4 項 2 文により登記することができな

い）。なぜなら、要求された規約については、方式を必要とする、特別所有権の放棄を義務

付ける債務法上の契約ではなく、WEG10 条 2 項及び 3 項の意味における規約が問題となっ

ているからである。規約は方式を必要としないが、特定承継人に対して効力を生ずるには、

土地登記簿への登記を必要とする。しかし、請求権の基礎は規約ではなく、BGB 749 条 1

項およびそれに結びついた WEG 10 条 2 項 1 文、11 条 1 項 2 文である。つまり、これは契

約上の請求権ではなく、法律上の請求権である。 

 かかる規約は、最初から共同体規約に含ませることができるし、また事後に取り決める

こともできる。1 項 3 文は強行規定を含むから、規約は、請求権の他の法律上の要件（滅失

および再建義務の不存在）を変更することができない。規約は、廃止の請求権について、

明示若しくは黙示に、建物の滅失（②）および再建義務が無いこと（③）を要件としなけ

ればならないが、この構成要件上の指標を定義付け、または修正することができる。つま

り、例えば、何を滅失とみなすかを定めること、または 22 条 4 項の再建義務のハードルを

引き下げ、若しくは引き上げること、またはその確定を第三者に委ねることができる。 

②滅失 

  共同関係廃止の請求権はさらに、建物の全部または一部が滅失したことを要件とする。

建物の全部または一部の滅失は、それだけでは、物権上の所有権関係の変更そして結果的

に共同関係の解消に至るものではない。むしろ、実際は、建物を区域ごとに建設する場合

の、建設前または途中の状態が生じることになる。そこでは、法的には、土地登記簿に登

記された住居所有権または部分所有権、つまり区分計画書の基準に従った、共同の建物部

分についての特別所有権および共同所有権の取得に対する「期待権（Anwartschaft）」を伴

った、敷地に対する共有持分が発生する。それゆえ、住居所有権者の共同関係は、共有持

分の混和の場合を除き、特別所有権の廃止によりはじめて終了する。 

 ③再建義務の不存在 

再建の義務が存在しているか否かは、専ら、WEG22 条 4 項および規約に従い決定する。

再建の義務について合意があるか、若しくは WEG22 条 4 項に基づいて、または一部滅失

 



により、再建の義務が多数決により決議されうるときは、建築を完成させることにより住

居所有権の完全な内容を再度獲得することは、依然として住居所有権者の権利である。こ

のような規約が設定されておらず、（価格の二分の一を超える滅失、若しくは十分な保険ま

たは他の方法による損害の塡補を欠くことを理由として）WEG22 条 4 項からも再建義務が

もはや存在しないときに限り、全部または一部滅失の場合において（滅失の程度を問わず）

WEG11 条 1 項 3 文による共同関係の解消を請求することができるのである。 

 

（４）1 項 3 文の準用？ 

①建物の建設または完成の不能 

 WEG11 条 1 項 3 文の準用により、次のような規約もまた許容されると理解される。すな

わち、建物若しくは予定されている特別所有権が、法律上（例えば建築禁止）または実際

上（例えば建築業者の倒産）の理由から、建築若しくは完成がなされえず、住居所有権者

間に建築義務も存在しない場合にのみ、共同関係の廃止を請求することができるとする規

約である。このとき、住居所有権者の共同関係はその目的をもはや達成することができず、

建物が滅失した場合と同視することができるからである。 

 ②完成の意思を欠く場合 

 以上に対して、建物の全体若しくは一部について、完成の意図（Fertigstellungsabsicht）

が放棄されたにとどまるときは、この規定を準用することができない。 

 

（５）強制執行 

 住居所有権に対する強制執行は、民事訴訟法（ZPO）864 条以下に従い、債権について

の保全抵当権の登記により、または強制競売法（ZVG）に従い強制競売若しくは強制管理

により行われる。倒産管財人（Insolvenzverwalter）は住居所有権を自由に譲渡し、または

強制競売の方法により換価することができる。執行債権者は、これに対して、住居所有権

者の共同関係の廃止を請求することができない。なぜなら、1 項 1 文が強行規定であること

から、執行債権者には、もはや住居所有権者としての権利は帰属しえないからである。こ

の理由により、2 項は、共同関係の廃止を請求する担保債権者の権利（BGB 751 条）およ

び破産手続において生じる共同関係の廃止を請求する権利（InsO 84 条 2 項）を、明文をも

って排除している。 

 廃止の契約により根拠づけられる債務法上の廃止請求権、若しくは 1 項 3 文に基づく法

律上の廃止請求権については、多少異なることが言える。これらについては、2 項は適用さ

れない。2 項はただ、1 項 1 文による廃止の排除の適用を確保するにとどまり、これに対し

て、執行債権者または破産管財人が、非解消性の原則の例外として住居所有権者自身に帰

属する廃止の権利を取得することを妨げるものではない。この場合に、住居所有権者間に

はその共同関係の廃止についての了承（Einvernehmen）が存在するから、廃止の権利は、

構成員であること（Mitgliedschaft）に基づく、移転不可能な権利（BGB 399 条）ではな

 



く、契約上または法律上の請求権である。この請求権は、住居所有権者の共同関係の廃止

または共有者の共同関係の廃止に向けられたものではなく、特別所有権の廃止を志向する。

この請求権は譲渡することができ、また担保権を設定することができる（ZPO 851 条 1 項）

ほか、倒産管財人によるその行使も認められる。同じことは、廃止による将来的な権利、

例えば現物分割、売却および売却代金への持分等についてもあてはまる。 

 

（６）手続 

  住居所有権者の間で共同関係の廃止に関する紛争が生じると、廃止の請求権は全住居

所有権者の各に宛てて行使され、そして廃止請求権は意思表示を行うこと、つまり特別所

有権の廃止への同意および土地登記簿への登記の同意に向けられる。管轄を有するのは、

WEG 43 条 1 号に従い、住居所有権裁判所である。廃止の規約に対する同意の請求権につ

いても、同じことが当てはまる。これに対して、廃止に基づく諸請求権は一般的な民事裁

判上で行使される。 

 

 

Ⅳ．倒産手続のないこと 

 WEG11 条 3 項に従い、住居所有権者共同体の管理財産について、倒産手続は開始されな

い。この規定は、2006 年 12 月 13 日の法務委員会の決議勧告および報告に根拠を有するも

のである。当委員会は、倒産手続に伴う出費、費用並びに倒産管財人と住居所有権の管理

者の活動が部分的に重複することに鑑みて、連邦政府の法案には賛同せず、専門家の聴聞

に従い、住居所有権者共同体の資産の充実および住居所有権者の責任に関する法体系が、

管理財産についての倒産手続を不要とするという、住居所有権法の実務および学説におい

て極めて有力な見解に倣ったのである。 

 
 
第３章 区分所有建物の管理（維持・修繕）と改良（変更）（WEG21 条、22 条） 

 

WEG 第２1 条 [住居所有権者による管理] 

１． この法律又は住居所有権者の規約に別段の定めがない限り、共同財産の管理は、住居所有権者が

共同して行う。 

２． 各住居所有権者は、共同財産について生ずべき直接かつ急迫の損害を避けるために、他の住居所

有権者の同意なく必要な措置を講ずる権限を有する。 

３． 共同財産の管理を規定する住居所有権者の規約が存しない限り、住居所有権者は、多数決により、

共同財産の性質に適合した秩序ある管理について決議をすることができる。 

４． 各住居所有権者は、規約及び決議に適合し、もしこれらが存しないときは、公平な判断に照らし

住居所有権者全体の利益に適合する管理を請求することができる。 

５． 次の各号に掲げるものは、特に秩序ある、住居所有権者全体の利益に適合した管理に該当するも

のとする。 

一．建物使用細則の制定 

 



二．共同財産の秩序ある維持及び修繕 

三．共同財産の現価に応じた火災保険契約の締結並びに住居所有権者が建物及び土地の占有者

として負うべき損害賠償責任についての適当な責任保険契約の締結 

四．適当な維持準備金の積立て 

五．予算の作成[第２８条] 

六．住居所有権者のための加入電話設備、ラジオ受信装置又はエネルギー供給設備を設置する

のに必要なすべての措置の受忍 

６． 住居所有権者は、自己のために前項第六号に掲げる措置がされたときは、これによって生じた損

害を補償する義務を負う。 

７． 住居所有権者は、支払いの方法、弁済期及び遅滞の効果並びに共同財産の特別な利用又は管理の

ための特別な出費に関する規制について、多数決により決議をすることができる。 

８． 住居所有権者が法律上必要な措置を行わないときは、当該措置が法律、住居所有権者の規約又は

決議に基づいて生じない限りにおいて、住居所有権者に代わり裁判所が、第 43 条の規定に基づく

訴訟において、公平な裁量に基づいて裁判をすることができる。 

 

WEG 第 22 条 [特別の出費、再建] 

１． 共同財産の秩序ある維持又は修繕の範囲を超える建築上の変更及び出費については、第 14 条第 1

項の定める程度を超えてその権利を侵害される住居所有権者の全員の同意があるときには、これを

決議し又は請求することができる。この同意は、住居所有権者の権利が第 1 文に定める仕方で侵害

されることのないときには不要である。  

２． BGB 第 559 条第 1 項の規定に相当する近代化又は共同財産の技術水準への適合化に資する、前

項第 1 文の規定に基づく措置は、それが住居施設の特性を変更せず、又住居所有権者の権利を他の

住居所有権者と比較して不当に侵害することのないときは、前項の規定にもかかわらず、議決権を

有する全住居所有権者の四分の三を超える多数かつ第 25 条第 2 項の意味における共有持分の過半

数により決議をすることができる。第 1 文の権限は、住居所有権者の規約により制限又は排除をす

ることができない。 

３． 前条第 5 項第 2 号の意味における近代化のための修繕措置については、前条第 3 項及び第 4 項が

引き続き適用される。 

４． 建物がその価格の二分の一を超えて滅失し、かつ、その損害が保険その他の方法により塡補され

ないときは、その再建については、前条第３項の規定に従い決議をし、又は同条第４項の規定に従

い請求をすることができない。 

 

 

Ⅰ．はじめに 

 WEG22 条は 2007 年法改正により大きく改正されており、建物の近代化のための措置に

ついて住居所有権者の決議権限が拡大された点が注目される。改正前の法状況においては、

共同財産の秩序ある維持・修繕を超える建築上の変更および出費は、WEG21 条 3 項に従い

これを決議し若しくは同条 4 項に従い請求することができなかった。このような措置には、

それにより権利を WEG14 条 1 号に規定される程度を超えて侵害されることになる全ての

住居所有権者の同意が必要とされていた。しかし、法文上はこのように権利を侵害される

住居所有権者全員の同意が要求されていたが、実際には、全員の同意を得ずにされた決議

 



も、取消期間を徒過すればその有効が確定するというのが定着した理解であった。この見

解は、住居所有権者は維持及び修繕について、それが「秩序ある」ものである限り、原則

として多数決により決定する権限を有しており、この住居所有権者の権限は、「秩序あるこ

と」を超えた措置に関する多数決について住居所有権者の無権限による無効を導くのでは

なく、取り消しうるにとどまるものとすると解釈する。したがって法的安定性の観点から、

ある措置が「秩序あること」は設権的ではなく、規律の対象が全員一致を要求していると

しても、維持に関する規律につき取消期間の徒過により確定力を備えた多数決による決議

はなお有効であると考えられる。 

 以上の理解を前提に、以下では新法における規定の詳細を検討する。 

 

  

Ⅱ．21 条の「秩序ある管理」 

 WEG21 条は、住居所有権者による共同財産（共用部分）の管理について定めた規定であ

る。この規定は、基本的には BGB の共同関係に関する規定をそのまま取り込んだものであ

るといえる。先ず、第 1 項において、共同財産の管理については原則として全員の合意に

よって決定することを宣言し（BGB744 条に対応）、第 2 項では、緊急の措置については各

住居所有権者が単独で実施することを認め（同 744 条 2 項に対応）、第 4 項では、各住居所

有権者が規約及び決議に適合する管理を請求し、そして適切な管理が規約または決議によ

り規律されていない場合には、住居所有権者の全体の利益に適合する管理を請求する権利

を有することを認める（BGB745 条 2 項に対応）。そして、第 3 項においては、特に「秩序

ある管理」（狭義の管理行為）については、住居所有権者が過半数で決議することができる

ことが規定され、第 5 項の各号において「秩序ある管理」に当たる事項が列挙される。具

体的には、建物使用細則の制定（1 号）、共同財産の秩序ある維持・修繕（2 号）、共同財産

についての火災保険契約および責任保険契約の締結（3 号）、修繕積立金の創設（4 号）、予

算の作成（5 号）、住居所有権者のための電話設備・ラジオ受信設備及びエネルギー供給設

備の設置のための措置の受忍（6 号）がこれに当たる。このように、21 条 5 項各号に挙げ

られた事項は、特に 3 項の「秩序ある管理」に当たるとして、住居所有権者の多数決によ

る決議が認められる。さらに、住居所有権者が「秩序ある管理」を請求する権利を有する

ことは上述した（4 項）。なお、第 3 項の各号は例示列挙であり、「秩序ある管理」に当たる

行為は第 3 項の各号に掲げられた事項にとどまるものではない。 

 以上の通り、住居所有権法は、住居所有権者が多数決により決議することができる「秩

序ある管理」を具体的に定め、その他の事柄については、原則として全員合意を要求して

いる。そこで、従来、いかなる事項が「秩序ある管理」に該当するか、「秩序ある管理」を

超える建築上の変更（WEG22 条）に当たる措置との限界付けが問題となってきたのである。 

 

  

 



Ⅲ．建築上の変更と出費（WEG22 条 1 項） 

 （１）建築上の変更と出費とは 

 共同財産（日本法における共用部分に当たる）の秩序ある維持及び修繕（通常の管理行

為）について、住居所有権者は WEG21 条 3 項および 5 項 2 号に従い多数決により決議し、

また 21 条 4 項に基づきこれを請求することができる。WEG22 条 1 項は、さらに補充的に、

「建築上の変更及び特別の出費」に該当する措置ついても、当該措置により WEG14 条 1

号に定める程度を超えてその権利を侵害される住居所有権者の同意があれば、住居所有権

者はこの措置を多数決により決議しまた請求することができる旨を定める。個々の住居所

有権者は、共同関係の非解消性により、決議の予算上の結果につき、それを予め考慮に入

れていなかったとしても、共同関係からの撤退によりその負担を逃れることができないの

であり、またそのことゆえに、維持を超える措置については、それが 22 条 2 項の意味にお

ける近代化措置に該当しない限りにおいて、個々の住居所有権者の同意が必要とされるの

である。 

 WEG22 条 1 項は、住居所有権者が建築上の変更についても決議権限を有することを明確

にししているが、実務において、建築上の変更を伴う措置は一般に、全員一致のみにより

決議されうる。というのも、住居所有権者全員がその権利を侵害されるのが通常の場合だ

からである。しかし、決議権限は、権利を侵害される者全員の合意があったか否かにかか

わらず存在する。すなわち、WEG22 条 1 項 1 文に反して、権利を侵害される住居所有権者

全員の合意を得られていない決議は、取消しうるにとどまり、無効とはならない。WEG22

条 1 項 2 文は、その同意を必要とするのは、WEG22 条 1 項 1 文の意味における措置によ

り権利を侵害される住居所有権者についてのみであることを明確にしている。つまり、住

居所有権法の一般原則である共同管理（WEG21 条 1 項）に鑑みれば（本条は、共有者の全

員合意による管理の原則を定めた BB744 条 1 項に倣ったものである）、常に住居所有権者

の全員一致の決議が必要である、もしくは決議に権利を侵害される全住居所有権者の同意

が必要であるとの帰結が導かれうるが、WEG22 条 1 項 2 文により、このような不都合な帰

結の回避が図られているのである。権利を侵害される住居所有権者の同意は、決議の方式

においてなされる必要はない。 

 「秩序ある維持・修繕」、「建築上の変更」および「特別の出費」について、それぞれの

定義を確認しておこう。WEG21 条の「秩序ある維持・修繕」とは、共同財産の原状を維持

し、または回復する措置であり、修繕が不可能な部分の交換も含まれる。特に、建物の経

年、使用、消耗による劣化または損傷の修理がこれに当たる。維持・修繕については、通

常の管理行為として、住居所有権者は常に単純多数決により決議することができる。これ

に対して「建築上の変更」とは、共同財産の本質に対する長期間にわたる物理的な干渉

（Eingriff）であり、もはや共同財産の現状の保存または維持にとどまらず、新たな状態を

作出する措置である。「特別な出費」とは、不必要な管理行為（例えば、全く問題の生じて

いない屋根の改修、汚れていない外壁の塗装等）若しくは既存の状態に付加する行為（例

 



えば、階段室に絨毯を張る等）に必要とされる費用を指す。また、緑地を駐車場に変更す

る等、敷地の用途の変更にかかる費用も「特別の出費」に含まれる。 

 従来の判例によれば、「近代化のための修繕」に際して、古くなった設備に代えて、新た

な技術的に改良された設備の取り付けが、それが経済上有益である場合に限り認められる。

この場合には、共同財産の形状変更（Umgestaltung）が生じているのであるが、建築上の

変更ではなく、修繕措置として処理される（WEG21 条）。つまり、住居所有権者は当該措

置につき単純多数決により決議することができる。新設された WEG21 条 3 項は、近代化

のための措置が、従来の判例に示された通り、単純多数決により決議されうることを明ら

かにしたものである。「近代化のための措置」と建築上の変更の区別は、ある措置により既

存の設備が既にとされ、もしくは予測される修理により技術上今日的な水準に引き上げら

れ、または経済上有意義な解決方法により補われるのか―肯定されれば、WEG21 条 5 項 2

号の問題となる―、それとも当該措置はもはや維持・修繕とは関係ないが、近代化である

のか―この場合は WEG22 条 2 項の問題である―による。 

 さらに、建築業者が、建物を最初から当初の計画（分割の意思表示、Teillungserklärung）

と異なって建設した場合に、これを当初の計画に従った状態に変更することは建築上の変

更に当たらない。特定の建築上の形状での住居所有権を取得した住居所有権者は、これと

住居の現状が異なる場合には、本来予定されていた状態に変更しても、その変更は本条に

いう「建築上の変更」に当たらないから、BGB1004 条の除去義務を負わない。 

 

（具体例） 

 ①原則として建築上の変更に当たるもの 

 エレベーターの設置、アンテナの設置、ベランダの取り付け、ベランダをガラスで覆い

温室を作る、樹木を代替の植樹を行うことなく伐採することは建築上の変更となりうる、

屋根裏を住居に改修する、天井を壊して二つの住居をつなげる、外壁を打ち放しのコンク

リートで塗装する、外窓に空調器具を置く等。 

 ②原則として建築上の変更に当たらないもの 

 共用部分にある施設に自転車置き場を設置すること（これまで自転車置き場が設置され

ていなかった場合）、木枠の窓を人口素材の窓に交換する、オイルヒーターを、オイルとガ

スを選択的に用いる暖房に交換することは近代化措置に当たる。 

 

（２）WEG22 条 1 項 1 文の意味における、WEG14 条 1 号の程度を超える侵害 

 WEG22 条 1 項 2 文によれば、建築上の変更・特別の出費もまた、それが WEG14 条に

定められた程度を超えてその権利を侵害される住居所有権者の同意があれば、決議するこ

とができる。つまり、同意を要するのは、当該措置により WEG22 条 1 項 1 文の意味にお

ける権利侵害を受ける住居所有権者に限られることが明らかにされたのである。したがっ

て、当該措置により、WEG22 条 1 項 1 文の意味においてその権利を侵害されるわけではな

 



い住居所有権者については、その同意は不要である。全住居所有権者が権利を侵害される

場合（これが一般的であろう）には、全住居所有権者の同意が必要とされる。この場合に

は、全員一致の決議が要求されることになる（全員合意があることは規約と同じであるが、

形式が異なる）。 

 ある措置により住居所有権者が不利益を受けるとしても、その権利侵害の程度が重大な

ものでないときは、当該住居所有権者の同意は不要である。そこで、住居所有権者が受忍

すべき権利の侵害の程度が問題となるが、これについては 14 条が基準とされる。つまり、

WEG14 条は住居所有権者が負う義務について規定しており、1 号は、秩序ある共同生活を

行う上で避けることができない程度を超えて他の住居所有権者に損害を与えないような方

法で、特別所有権の目的物である建物部分を継持し、かつ、当該建物部分及び共同財産を

使用する義務を定める。そこで、住居所有者が建築上の変更により不利益を被るとしても、

一定の範囲において住居所有権者にはこれを受忍すべき義務があると考えられ、秩序ある

共同生活を送る上で避けることができない程度を超えて不利益を被る場合にのみ、建築上

の変更について当該住居所有権者の同意を得るべきであるとされる。住居所有権者に

WEG14 条 1 号の程度を超える利益侵害が生じているかは、社会通念上、客観的かつ具体的

な侵害が生じているか否かで判断される。つまり、ある住居所有権者につき WEG14 条 1

号の程度を超える侵害が生じているか否かの判断は、当該住居所有権者の主観ではなく、

具体的な状況において当該住居所有権者がその利益を侵害されていると感じることが社会

通念上もっともであると評価されうるかを基準とする。例えば、敷地上に複数の建物が建

築され、それらが一つの住居所有権者の共同体を構成しているとき、複数棟のうち一棟の

みについての措置であれば、他の建物の住居所有権者は原則として WEG14 条 1 号の程度

を超える不利益を受けないが、当該措置が建物施設全体の印象に悪影響を及ぼす場合には、

全住居所有権者が影響を受ける。 

 

 

Ⅳ．近代化と技術水準への適合（WEG22 条 2 項） 

（１）はじめに 

2007 年法改正前の法状況では、共同財産の近代化のための措置はたびたび頓挫していた。

つまり、「建築上の変更」の概念および、住居所有権者の受ける「不利益」の概念が広く解

釈され、その結果、それほど重大ではない変更についても住居所有権者の同意が要求され

るという状況が生じていた。変更措置はその程度の差こそあれ、原則として住居所有権者

全員に何らか影響を及ぼすものであるから、そこでは住居所有権者全員の同意（いわゆる

全員一致（Allstimmig））が要求されることとなったのである。しかし、必要不可欠である

措置に対しても、正当な事由なく、または単純に関心が無いためにこれに反対をする住居

所有権者は存在するのであって、大規模な建物においては、全員合意を得ることは殆ど不

可能であった。そこで、改正法は、WEG22 条 2 項において住居所有権者が特別多数決によ

 



り、共同財産の近代化のための措置および技術水準への適合を図るための措置について、

多数決による決議の可能性を認めた。 

（２）要件 

 ①近代化措置  

  WEG22 条 2 項 1 文は、「近代化」の意味について BGB559 条 1 項を指示する。BGB559

条は「近代化」を、「使用価値の持続的な増大、居住関係の永続的な改善又はエネルギー及

び水の節約に資する建築上の措置」と定義付けている。（ア）使用価値の増大については、

例えば、温水供給設備の取り付け、インターフォンの設置、追加的な保安装置の施された

玄関ドアの取り付け、建物入口上の屋根の取り付け等が裁判事例としてある。（イ）居住関

係の永続的な改善については、例えば子供の遊び場、緑地、駐車・駐輪スペースの設置、

エレベーターの設置等がある。（ウ）エネルギーおよび水の節約については、特に断熱性を

向上させる措置、水量計や雨水を再利用するための施設の取り付け等が例として挙げられ

る。 

 ②技術水準への適合 

 ここでいう「技術水準」とは、立法資料によれば、「一般的に承認され、実務において実

証された、現代的な技術の進歩のレベル」であると理解される。立法者は、単に「一般的

に承認された技術上の法則」を要件として立てるにとどまらず、追加的要件を設けたこと

により、ある措置により到達し得る「近代化」の度合いをめぐる紛争を回避しようとした

のである。したがって、「技術水準」を超えて「学術および技術の水準」に適合する措置は、

WEG22 条 2 項の範囲には含まれない。要件を「技術水準」とすることで、住居所有権者に

よる過度な要求を防ぎ、相応の効果をもたらさないのに費用だけかかる技術を導入するよ

うな事態が回避される。技術水準の概念を用いることで、経済的観点からも考慮がなされ

ることになる。 

 ③限界― 住居の特性を変更し（ア）、又は住居所有権者の権利を不当に侵害する場合

（イ）には、住居所有権者の決議権限は認められない。 

 （ア）住居施設の特性の変更 

  WEG22 条 2 項の措置は、住居施設の特性を変更するものであってはならない。住居所

有権の取得者は、共同体規約の維持と同様に、住居施設の内外部の本質的状態についても、

その信頼を保護されなければならないからである。住居施設の特性の変更が生じているか

否かの判断は個々の事例において具体的になされるが、立法時の理由付けによれば、建物

の増築、温室の設置、建物の階層を増やすことや建物の一部の取壊しが、住居施設の特性

の変更に該当する例として挙げられている。このほか、例えば簡素な居住品質の建物を贅

沢に改修する場合など、比肩すべき内外部の現状の変更も、住居の特性の変更に当たる。 

 （イ）住居所有権者の権利を不当に侵害する場合 

  WEG22 条 2 項の措置により、ある住居所有権者が他の所有権者に比べて不当にその権

利を侵害されることがあってはならない。逆に、当該措置が有意義なものであり、かつあ

 



る住居所有権者を他の所有権者と比して不当に侵害しないのであれば、当該住居所有権者

は当該措置に対する異議を有効に唱えることができない。不当な侵害が生じているか否か

は、主観的・客観的・人的観点から、あらゆる事情を考慮して具体的に判断される。 

 

（３）法的効果 ― 特別多数決 

 近代化のための措置および技術水準への適合についての決議には、議決権を有する住居

所有権者の 4 分の 3 の多数（頭数）で、かつ全持分の過半数を代表する者の賛成が必要で

ある。この要件は片面的強行規定であり、これを緩和する合意は認められるが、厳格化す

る合意は BGB134 条（法律による禁止に違反した法律行為）に違反し無効である。 

 

 

Ⅳ．近代化を伴う修繕措置（WEG22 条 3 項） 

 近代化を伴う修繕措置については、2 項に挙げる措置とは異なり、従前通り 21 条 5 項 2

号の措置として、単純多数決により決議することができる。22 条 3 項の「近代化を伴う修

繕」と、同条 2 項の意味における「近代化および技術水準への適合」との区別は、更新

（Neuerung）が維持及び修繕に関するものか否か、すなわち既存の設備が既に修理を必要

とし、もしくは修理を予定していて、当該措置により技術的に現代的水準に移行されるか、

または時代に適合した水準が達成されるか否かで判断される。このとき、当該更新は経済

的にも有意義な解決であることを前提とする。以上の要件の充足は、費用便益分析により

判断される。 

 結局、WEG22 条 2 項および 3 項のいずれにも該当しない措置については、同条 1 項の

措置として、その権利を著しく侵害されるすべての住居所有権者の同意を要する。 

 

 

Ⅵ．再建（WEG22 条 4 項） 

 （１）はじめに 

滅失した建物の再建について規制する WEG22 条 4 項によれば、建物がその価格の半分

を超えて滅失し、かつ、その損害が保険若しくはその他の方法により塡補されない限りに

おいて、住居所有権者は WEG21 条 3 項に従い再建を決議し、または WEG21 条 4 項に従

い再建を請求することができない。WEG22 条 4 項は、WEG21 条 3 項および 4 項の法的効

果を制限しており、WEG22 条 4 項の要件が充足されている場合には、再建を多数決により

決議すること又は請求することはできない。したがって、建物再建の義務は 22 条 4 項自体

から生じるのではなく、むしろ WEG21 条から導かれる。 

 WEG22 条は、その文言上、建物が滅失した場合、すなわち建物の機能性が著しくまたは

部分的に損なわれた場合を包摂する。建物のあらゆる損傷（Beschädigung）が常に WEG22

条の「滅失」に当たるわけではなく、非常に大規模な「損傷」もありうる。もっとも、建

 



物の損傷と滅失の峻別は必要とされていない。というのも、前述の通り、再建義務は WEG22

条 4 項から生じるわけではなく、WEG22 条 4 項は WEG21 条 3 項及び 4 項の法的効果を

限定するにすぎない。 

 建物が「損傷」を受けたが、なお「滅失」には至っていない場合に、通常は共同財産も

また損傷を受けており、その結果、WEG21条5項2号により共同財産の修繕義務が生じる。

WEG21 条 5 項 2 号は、共同財産の滅失の場合にも同様の法的効果を与えている。つまり、

WEG21 条 5 項 2 号は損傷と滅失とを区別しておらず、共同財産の修繕の必要性の問題とさ

れる。その限りにおいて、建物が損傷を受けたにとどまるか、それとも滅失したのかは重

要ではない。すなわち、いずれの場合も、共同財産が損傷を受けるか、または滅失し、か

つ、WEG22 条 4 項の要件が充足されていないときは、建物の再建を WEG21 条 3 項に基

づき決議し、若しくは WEG21 条 4 項により請求することができるのである。滅失の原因

は問題とならない。 

 

（２）再建の義務 

 WEG22 条 4 項が示すとおり、WEG は次の点を前提としている。つまり、建物の復旧は

WEG21 条 3 項に従い多数決により決議され、同条 4 項に従い請求されることができるので

あり、従ってこの場合に、復旧は秩序ある管理に適合する。 

①滅失の程度 

 建物がその価格の二分の一を超えて滅失していない場合には、復旧は、21 条 3 項及び 4

項の問題となる。損害が保険等により塡補されるか否かは問題とならない。決定的である

のは建物の価格のみであり、土地の価格には左右されない。議論があるのは、価格評価の

際に共同財産のみを対象とするべきか、それとも特別所有権をも顧慮するべきかである。

一部には、共同財産のみが復旧義務の対象となることを理由として、共同財産の価格のみ

が評価の対象とされるとする見解もある。復旧義務の対象が共同財産に限定されるとの理

解は、WEG の第三編における 22 条 4 項の体系上の位置が根拠とされ、特に WEG21 条 3

項および 21 条 4 項により、共同財産の復旧のみが決議されうる。勿論、WEG22 条 4 項は

文言上一義的に、「建物」という概念を用いており、通常の用語法によれば、「建物」には、

共同財産のほか特別所有権も包摂される。とりわけ、共同財産の価格のみを対象とするこ

との経済上の意義は大きくない。経済生活においては建物全体にこそ、価格が付されるの

である。 

しかし、復旧義務が WEG21 条 3 項、4 項から導かれ、従って共同財産の復旧義務しか存

在しえないことは、価格評価の対象が建物全体とされることと矛盾しない。なぜならここ

では、いかなる滅失の程度で復旧義務が発生するかという点のみが問題となり、復旧義務

の対象が何かは問題ではないからである。WEG22 条 4 項は一義的に建物の価格を対象とし

ているから、価格評価に際しては、まさに共同財産および特別所有権が顧慮されることに

なる。計算に含められるべきは、むしろ、通常の態様において形成された特別所有権の価

 



格だけである。特別所有権内に存在する特殊な設備は、価格評価に際しては斟酌されない。

さもくば、個々の住居所有権者がその特別所有権内に特別の設備を設けることにより、容

易く復旧義務の限界を一方的に引き上げることができることになる。それゆえ、WEG17 条

の諸原則に沿った価格評価もまた、頓挫することになる。これに対して、共同財産の価格

の上昇は、共同財産または特別所有権の重大な放置を理由とする、著しい価格の下落と同

様に斟酌される。 

 実務において、価格評価は査定によって行われる。根拠とするべきは、建物の完成後の

価格である。ここから、価格の下落分および斟酌すべき価格上昇分を控除して、損害発生

時の取引価格を導く。この取引価格は、滅失後の残余価格（Restwert）と調整（vergleichen） 

される。 

 ②損害の塡補 

 建物の滅失により生じた損害が保険またはその他の方法により塡補される場合には、

WEG21 条 3 項及び 4 項に従い、滅失の程度にかかわらず、復旧を決議しまたはこれを請求

することができる。これはまず、発生した損害がその全部について塡補される場合に当て

はまる。建物の滅失の程度はもはや問題とならない。 

損害が部分的にのみ塡補される場合であっても、この塡補により部分的な復旧が可能で

あり、その結果、もはや建物がその価格の二分の一を超えて滅失した状態に無いときには、

WEG21 条 3 項および 4 項に従い、復旧を決議しまたは請求することができる。なぜなら、

この場合に建物は、初めから価格の二分の一を下回って滅失した状態にあると評価される

からである。WEG22 条 4 項の保護目的（復旧に要する費用負担から住居所有権者を保護す

る目的）は、この場合においても十分に達成される。 

 損害の塡補は実際に実現可能なものでなければならない。単なる請求権の存在では足り

ず、この請求権は貫徹可能でなければならない。たとえば、賠償義務者が資産を有さない

ために請求権の貫徹が不可能である場合には、WEG22 条 4 項の意味における損害の塡補は

ない。これに対して、賠償がすでに現実に履行されたことまでは必要ではない。賠償請求

権が存在し、いつでもこれを貫徹することができることで足りる。緊急の場合は、請求権

を裁判上行使することができる。 

 請求権の態様は重要ではない。決定的であるのは、建物の滅失により生じた損害を請求

権が塡補することである。民法上の請求権のほかに、特に公法上の性格を有する請求権が

問題となる。このようにして損害は、火災保険または責任保険、民法上の損害賠償請求権、

住居所有権者の特別の積立金、若しくは国家責任に基づく請求権により塡補されうる。 

 

（３）復旧義務の法的効果と内容 

 明らかでないのは、復旧義務がどこまで及ぶかである。一部には、復旧の義務は共同財

産についてのみ存在するとの見解もある。しかし多数説は、特別所有権もまた復旧される

べきであるとの立場に立つ。立法資料は、WEG22 条 4 項が、住居所有権者に建物全体の復

 



旧を義務付ける趣旨であることに肯定的である。当初の草案の 20 条では、復旧の場合に、

一方では各住居所有権者がその特別所有権の復旧の費用を負担し、他方において共同体は、

共同財産の復旧についてのみ責任を負うことを規定していた。このような区別は、WEG22

条 4 項ではもはや採用されていない。なぜなら、そこでは「建物」が問題であり、共同財

産のみが問題とされているわけではないからである。価格評価についても、実用性という

理由からは、建物自体が重要である。なぜなら、共同財産の価格のみを単独で算定するこ

とはできないからである。経済取引において、特別所有権なくして建物の価値はない。建

物全体若しくは個々の住居のみが、経済上の価値を有するのである。 

しかしながら、以上ことから、WEG22 条 4 項がその法的帰結として、建物全体すなわち

共同財産のほか特別所有権についてもその復旧を命じているとの結論を導くことができな

い。このような結論は WEG22 条 4 項の機能を見誤るものである。この規定は、復旧にか

かる費用負担から住居所有権者を保護することを目的としており、復旧義務を設定するの

ではなく、むしろ消極的規定であって（“することができない”）、WEG21 条 3 項および 4

項の適用範囲を制限している。WEG22 条 4 項がなければ、建物が完全に滅失したが損害の

塡補がなされない場合でも、WEG21 条 5 項 2 号に基づく共同財産の復旧が「秩序ある管理」

に適合するとの結論に至ってしまう。その結果、共同財産の復旧は、WEG21 条 3 項により

多数決により決議され、また WEG21 条 4 項により請求されうるとの結論が導かれるであ

ろう。そこで WEG22 条 4 項は、これについて、建物がその価格の二分の一を超えて滅失

し、損害が塡補されない限りにおいての例外を設けている。WEG22 条 4 項の趣旨および目

的は、WEG21 条 4 項および 5 項 2 号から導かれる共同財産の修繕義務を、特定の要件の

下で制限することにある。したがって、この規定から特別所有権についての復旧義務をも

読み取ることは、WEG22 条 4 項の上述の趣旨に矛盾する。WEG22 条 4 項の意義は、住居

所有権者を財政上の結果から保護するために、存在する復旧義務を制限することであり、

新たな義務を設定することではない。 

以上の理解こそが、住居所有権法における WEG22 条 4 項の体系上の位置づけにも適合

する。つまり、WEG の第三編は共同財産の管理のみを扱うのであるから、WEG22 条 4 項

から特別所有権に関する建築義務を読み取ることは体系に反することになろう。このよう

に考えることは以下の理由からも意義を有する。つまり、各住居所有権者は、特別所有権

に関しては単独所有権者としての地位を有するのであり、特別所有権の管理なかんずくそ

の維持は、論理必然的に、各住居所有権者の単独に課されるのである。結果として、各住

居所有権者は、特別所有権の滅失について各自で責任を負い、その特別所有権の復旧を義

務付けられることはない。 

 例外的に、特別所有権についても復旧義務が生じる場合がある。この義務は 14 条 1 号に

基づいて生じうる。WEG14 条 1 号によれば、各住居所有権者は、その特別所有権内に存在

する建物部分を、秩序ある共同生活を行う上で避けることができない程度を超えて他の住

居所有権者に損害を与えないように維持しなければならない。具体的事案において、ある

 



住居所有権者が、他の住居所有権者の特別所有権の滅失により上述の損害を被ったときは、

当該住居所有権者は、この他の所有権者に対してその特別所有権の復旧を請求することが

できる。但し、他の方法によりこの損害が除去されうるときは、この限りでない。特別所

有権に関するこの復旧義務は、この場合に、WEG14 条 1 号に基づいており、WEG21 条、

WEG22 条に基づいて発生するわけではない。 

 以上を要するに；WEG22 条 4 項の要件が充足されているとき、住居所有権者は、WEG21

条 3 項に従い共同財産の復旧を単純多数決により決議することができる。また、個々の住

居所有権者は、WEG21 条 4 項により復旧を請求することができる。特別所有権を復旧する

べき義務は、WEG21 条 3 項・4 項および WEG22 条 4 項ではなく、むしろ、WEG14 条 1

号の要件の下においてのみ生ずる。この解釈が、WEG22 条 4 項の意義と目的、および WEG

の体系に適合する。 

 WEG21 条 3 項に基づき建物の復旧が決議され、または WEG21 条 4 項によりこれが請

求されうるときには、共同財産は滅失前の状態で復旧されなければならない。この状態は、

建物完成以降に実施された、適法な建築上の変更を顧慮しつつ、分割計画書によって明ら

かにされる。復旧が当初の状態と異なって実施された場合には、これは―建築上の変更と

同様に―WEG22 条の要件の下に許容される。 

 

（４）復旧義務が発生しない場合の結果 

 建物がその価格の二分の一を超えて滅失し、その損害が塡補されない場合には、共同財

産の復旧は WEG21 条 3 項により決議することができず、また WEG21 条 4 項により請求

することができない。このとき、復旧義務は存在しない。 

 勿論、このとき住居所有権者の共同関係および住居所有権が自動的に消滅するわけでは

ない。共同関係が単純な持分的共同所有関係に変更されるわけでもない。共同関係の解消

はむしろ WEG11 条 1 項 3 文に従う。それによれば、建物が滅失した場合に、住居所有権

者がその共同関係の解消について予め合意をしていれば、住居所有権者は共同関係の廃止

を請求することができる。但し、住居所有権者が建物の滅失後に、共同関係の廃止につい

て合意をした場合はこの限りでない。このような事前の合意なくして、共同関係の廃止は

することができない（WEG11 条 1 項 3 文）。共同関係の解消は、それが秩序ある管理に適

合する場合には、規範の文言をこえて認められなければならない。建物が滅失し、復旧義

務が存在しない場合には、規定に従って、解消が秩序ある管理に適合することが前提とさ

れる。なぜなら、建物が滅失したが、復旧義務が生じないときは、少なくとも建物価格の

二分の一を超える滅失の場合には、建物の存続は永久に無意味であるからである。このよ

うな場合において、住居所有権者は共同関係の廃止を多数決により決議することができる

し（WEG21 条 3 項）、各住居所有権者は共同関係の廃止を請求することができる（WEG21

条 4 項）。 

 

 



（５）形成の自由（Gestaltungsmöglichkeiten） 

 WEG22 条 4 項の規定については、これと異なる合意をなすことができる。したがって、

例えば、建物の滅失の程度や損害の塡補にかかわらず復旧義務を認める旨の合意をするこ

とができる。また、4 項に定められたものと異なる滅失の程度を定めることができるし、若

しくは損害の全部が塡補されるか、それとも一部にとどまるかにより、復旧義務の存否を

判断する旨の合意も可能である。このような規律は、分割の意思表示または事後の規約に

より設定することができるが、多数決により決議することはできない。 

「一部滅失」の場合に、建物の復旧を特別多数決のみにより決議することができる旨の

合意をなすことも認められる。この規律は、しかし、突発的な滅失の場合にのみ妥当し、

必要な維持の措置を執らなかったために建物の老朽化が惹起された場合には妥当しない。

共同財産中の建物が復旧されなければならないとの規約があれば、各住居所有権者は、当

該建物の修繕の請求権を有する（WEG21 条 4 項）。修繕の方法は、WEG21 条 3 項に従い、

多数決により決議することができる。 

 共同財産の復旧について合意された義務は、通常は、特別所有権には妥当しないが、規

約により特別所有権にも及ぶとすることができる。反対に、滅失の場合における特別所有

権の修繕義務の合意は、特別所有権が共同財産の復旧なくして利用不可能であるときは、

共同財産についても及ぶ。さもなければ、特別所有権の復旧の義務は意義を失うであろう。

建物全体（つまり特別所有権と共同財産）の損害について保険に加入する旨の住居所有権

者の合意からは、特別所有権についての復旧義務もまた、生じうる。 

 結局、復旧義務が存在していない場合に異なる合意をなすことは、住居所有権者の自由

である。これにはまず、WEG11 条 1 項 3 文による合意が含まれる。共同関係の廃止の請求

に代えて、別の形態における解消を取決めることもできる。こうして、例えば規約により、

建物の復旧を求める住居所有権者の、復旧を望まない共有者に対する住居所有権の譲渡の

請求権を認めることができる。このような規約は、公証人による公証を必要とする。 

 

 

第４章  小括－ドイツ法と日本法の比較－ 

 

  １．ドイツ法の概要 

  ドイツ法における区分所有建物の維持・修繕、変更、復旧、解消（共同関係の廃止）等

については、以上の第１章～第 3 章での考察から次の①～⑪に要約することができる。 

  ①「住居所有権 Wohnungseigentum」は、土地および地上建物を一体の不動産とする法

制の下で、住居に対する特別所有権（単独所有権ないし区分所有権）と土地および建物共

用部分の共有持分とが不可分に結合した権利であり、民法上の共有の特別の一形態である。

ドイツ民法において、共有は、債権債務法の中に一個の権利または物に対する持分による

共同関係であると規定され（BGB714 条以下、なお 1008 条以下）、その共同関係（債権債

 



務関係）は、ひとつの権利または物に対する使用および管理を主たる内容とする持分権者

の間の関係である。そして、一個の権利ないし物に対する「共同の目的の性質に適合する

秩序ある使用および管理」については、多数決によりこれを決し、合意または決議がない

場合には、各持分権者は、他の持分権者に対して秩序ある使用・管理を請求することがで

きる（BGB745 条 1 項・2 項）（日本法と比較し、明文上この請求権を認める点に特徴があ

る）。これに対して目的の本質的変更については、これを決議し又は請求することができず、

全員の合意を必要とする（BGB745 条 3 項）。他方、各持分権者は、いつでも共同関係の廃

止（共有物の分割）を請求することができる（共同関係の解消自由の原則。BGB749 条 1

項、752 条、753 条）。 

  ②住居所有権法（WEG）は、民法上の持分による共同関係とは異なり、まず、共同関係

の非解消の原則（WEG11 条）を定め（例外につき後記⑪参照）、また、建築の変更のうち、

一定のものについては特別多数決で足りるとする（2007 年改正による WEG22 条 1 項・2

項）（後記⑨参照）。 

 ③各住居所有権者（区分所有者）は、特別所有権の目的物である建物部分（専有部分）

を維持する義務を負う（WEG14 条 1 号）。この義務に著しく違反した場合には、住居所有

権の譲渡請求（区分所有権の競売請求）の対象になり得る（WEG18 条 2 項 1 号参照。なお、

同請求のための多数決による決議は、議決権を有する住居所有権者の過半数で足りる

（WEG18 条 3 項））（日本法と比較し、明文上この請求権を認める点に特徴がある）。 

 ④共同財産の管理は、住居所有権者が共同して行う（WEG21 条 1 項。BGB744 条 1 項

参照）。共同の管理は、規約または集会での決議によって行うが、規約は全員の合意により

設定され、集会決議は出席した住居所有権者の過半数の賛成により成立する（ただし、出

席した住居所有権者が、全持分の過半数を代表していることが必要である。WEG25 条 3

項）。 

 ⑤各住居所有権者は、規約及び決議に適合する管理を請求することができ、もしこれら

が存しないときは、公平な判断に照らし「住居所有権者全体の利益に適合する管理」を請

求することができる（WEG21 条 4 項）（日本法と比較し、明文上この請求権を認める点に

特徴がある）。「住居所有権者全体の利益に適合する管理」とは、「共同財産の秩序ある維持

及び修繕」や「適当な維持準備金の積立て」等がこれに該当する（WEG21 条 5 項 2 号・4

号）。 

 ⑥各住居所有権者（区分所有者）は、その持分に応じて、他の住居所有権者に対し、共

同財産（共用部分等）の負担に任じ、並びに共同財産の維持、修繕その他の管理及び共同

使用の費用を負担する義務を負う（WEG16 条 2 項）。住居所有権者が同負担の履行を３か

月を超えて遅滞し、その額が住居所有権の財産価格の 100 分の 3 を超えるときは、住居所

有権の譲渡請求の対象となる（WEG18 条 2 項 2 号）。なお、近年のドイツの強制競売法の

改正により、住居所有権者共同体（管理組合）の管理費債権が、一定の限度において、銀

行等の金融機関の不動産担保権に優先することとなった。 

 



 ⑦住居所有権者が法律上必要な措置を行わないときは、当該措置が法律、住居所有権者

の規約又は決議に基づいて生じない限りにおいて、住居所有権者に代わり裁判所が、

WEG43 条の規定に基づく訴訟において、公平な裁量に基づいて裁判をすることができる

（WEG21 条 8 項）。ここでの第 43 条の規定に基づく訴訟には、住居所有権者の共同関係

及び共同財産の管理から生ずる住居所有権者相互間の権利及び義務に関する争訟（同条 1

号）、住居所有権者の共同体と住居所有権者との間の権利及び義務に関する争訟（同条 2 号）、

共同財産の管理についての管理者の権利及び義務に関する争訟（同条 3 号）等が含まれる。 

 ⑧管理者は、住居所有権者及び住居所有権者の共同体に対して、「共同財産の秩序ある維

持及び修繕」に必要な措置をとる権限を有し、義務を負う（WEG27 条 1 項 2 号） 

 ⑨以上のように、「共同財産の秩序ある維持及び修繕」は、過半数決議により、又は各住

居所有権者の請求が可能であるが、「共同財産の秩序ある維持又は修繕」の範囲を超える建

築上の変更・出費に関し、「近代化措置・技術水準への適合化のための措置」は、住居施設

の特性を変更しない限り、特別多数決議（住居所有権者の４分の３以上で、かつ共有持分

の過半数）により行うことができる（WEG22 条 1 項・2 項）。「近代化のための修繕」につ

いては、秩序ある管理として過半数決議で足りる（WEG22 条 3 項）。 

  ⑩建物の小規模一部滅失（建物の価格の２分の１以下の滅失）の場合には、復旧が「秩

序ある管理」に当たり、住居所有権者共同体は、復旧する義務を負う。すなわち、復旧に

つき、集会における過半数決議を行うことができ、また、各住居所有権者は、復旧を請求

することができる（WEG22 条 4 項の反対解釈）。 

  ⑪建物の大規模一部滅失・全部滅失（建物の価格の２分の１を超える滅失）の場合には、

その損害が保険その他の方法により塡補されないときは、復旧の義務はない（WEG22 条 4

項）。復旧ができるのは、全員の合意がある場合に限る。他方、共同関係の廃止（共有物の

分割請求）ができるのは、規約に予め定めがある場合に限る（WEG11 条 1 項。②の共同関

係非解消原則の例外）。ただし、学説は、一般に、規約に予め定めがない場合でも、共同関

係の廃止が「秩序ある管理」に当たるときは、過半数で廃止を決議でき（WEG21 条 3 項）、

または各区分所有者が廃止を請求できるとする（WEG21 条 4 項）。 

廃止の決議または請求がなされた場合には、民法の規定に従って土地および滅失建物につ

いての分割がなされる（BGB752 条、753 条）。 

 

  ２．日本法との比較 

  （１）「土地・建物の一体としての不動産」を前提とした、区分所有建物に対する「非『解

消の原則』」と「永続的な『秩序ある維持管理』」 

  区分所有建物について、ドイツ法と日本法を比較する際の前提として、次の２点の民法

上の原則（民事法の一般原則）は、非常に重要である。 

 第１点は、ドイツ法は他の多くの国と同様に、土地と建物を一体としての不動産として

いることから、住居所有権者の権利も「土地と建物」に対する「一体的な不動産」に対す

 



る権利（いわば平面と立体が一体となった権利）である点である。区分所有建物に対する

「修繕」（「秩条ある維持・管理」WEG21 条）、「改良」（「修繕の範囲を超える変更」WEG22

条 1 項・2 項）または「復旧」（「一部滅失の場合の復旧」および「全部滅失の場合の再建」

WEG22 条 4 項）について、このような「一体的な不動産」に対する権利ないし義務として

連続的に把握するができる。したがって、日本法でいう「建替え」（従前の建物を取り壊し

て新たな建物を再建すること）についても、老朽化による場合には、理論的には、ドイツ

法上の一体としての不動産の「修繕」・「改良」の延長線上で観念する余地もあり（ただし、

実際には、後述のように、多数決による「建替え」は否定的に解される。）、また、一部大

規模滅失または全部滅失による場合には、理論上は、ドイツ法上の一体としての不動産の

「再建」として観念する余地はある（ただし、実際には、保険等で補塡できるときには復

旧・建替え（再建）が義務づけられるが、補塡できないときには、全員合意による場合以

外は、「共同関係の廃止」に方向づけられる）。 

 第２点は、ドイツでは、民法上の共有において、共有者は、共有物の「秩序ある管理」

について多数決で決することができるだけではなく、前述のように、各共有者が請求でき

るとしており、いわば「秩序ある管理」が共有者相互に権利および義務とされており

（BGB745 条 1 項・2 項）、これが区分所有関係にも引き継がれている（WEG21 条 4 項）

（この点については、近刊『住宅総合研究財団研究論文集 No.37  2010 年版』（2011 年 3

月）所収の鎌野ほか「マンションの管理と再生に関する法制度の国際比較研究」参照）。 

  このような法制上の前提に立ち、ドイツの住居所有権法は、区分所有建物（区分所有不

動産）について、それに対する共同関係の性質上、一般の民事法の原則を破って、「非解消

性の原則」を掲げ（WEG11 条）、それゆえに、基本的に永続的な「秩序ある管理」を義務

づけ（WEG21 条）、必要に応じて特別多数決による「変更」を認めた（WEG22 条 1 項・2

項）。この「非解消性の原則」が解かれ、「秩序ある管理」が義務づけられなくなるのは、

建物の大規模一部滅失または全部滅失の場合で、かつ「再建」が不可能となった場合に限

られ、この場合には、「共同関係の廃止」へと方向づけられる。したがって、区分所有建物

の老朽化の場合において「再建」（建替え）は予定されていないと解される。次には、この

点についてさらに検討しよう。 

  （２）老朽化した区分所有建物に対する措置 

  日本法は、客観的な理由のいかんを問わず特別多数決による建替え、すなわち多数決議

による「老朽化による建替え」も認めているが（62 条）、このような建替えについてドイツ

法の下ではどのように理解されるのであろうか。再度、検討してみよう。 

 まず、前提としてドイツ法では、前述のように、住居所有権者、管理者および共同体（管

理組合）には、「秩序ある管理」の義務があるので、相当な期間にわたり、区分所有建物を

老朽化に至らせない継続的な維持管理・修繕義務がある。建替えは、建物の取壊しを前提

として新たに建物を建設するために、まずもって、「維持・修繕の範囲を超える建築上の変

更・出費」（WEG22 条 1 項参照）であるため、「秩序ある管理」には該当しない。それでは、

 



「変更」（WEG22 条 1 項・2 項）に該当し得るか。しかし、ドイツ法上の「変更」につい

ては、①「近代化措置・技術水準への適合化のための措置」、②「住居施設の特性の不変更」、

および③「住居所有権の権利の不侵害」を要件していることから、建替えは、これらすべ

ての要件に抵触するから、法文上、「変更」に該当する余地はない。 

  次に、ドイツ法では、建物の一部大規模滅失または全部滅失の場合において、保険等に

より再建が可能であるとき以外は、再建義務はない（「秩序ある管理」の義務（WEG21 条

3 項・4 項）を免れる）とされるが、「一部大規模滅失または全部滅失」の中に、建物の「老

朽」（ないし朽廃）を解釈上盛り込むことは可能か。文理上は難しいと解されるが、仮にこ

れを肯定的に解した場合に、WEG22 条 4 項の趣旨は、区分所有者ないし共同体（管理組合）

に対し「秩序ある管理」義務から解放させることであるから、「一部大規模滅失（建物の価

格の２分の１を超える一部滅失）」または「全部滅失」に相当する「老朽化」の程度が必要

とされよう。上記の「２分の１超」という滅失の程度の基準は、滅失の直前と比較したも

のであり、「老朽化」の場合にこのような基準を用いることはできない。したがって、滅失

の場合のこの基準に準ずるとすれば、「老朽化」の基準となり得るのは、日本法が２００２

年改正法の前に採用していた旧 62 条の「過分の費用」ということになろうか。すなわち、

当該建物の現況からして「秩序ある管理」を継続していくことは「過分の費用」を要する

ので不合理であり、したがって、「秩序ある管理」義務から解放されるべきであるというの

である。ただし、このような場面において、ドイツ法が選択するであろう措置（もっとも、

ドイツ法は「老朽化」の局面を想定せず、また学説も検討していないのではあるが）は、

WEG22 条 4 項に照したときには、多数決議（特別多数決議）による再建（建替え）ではな

く、共同関係の廃止（解消ないし共有物分割）であり、また、これは多数決議によるだけ

ではなく、各区分所有者の請求により認められるものとされよう。 そして、仮にドイツ

法の下でこの制度が採用されるのであるとしたら－－ドイツにおいて現時点でこのような

議論は皆無であると思われるが－－、日本法の２００２年改正法の立法過程において問題

とされた「老朽化」ないし「過分の費用」という要件の曖昧性（それ故に、２００２年改

正法は旧法のこの要件を廃止した。）を克服する必要があろう。そこで、ドイツ法の下では、

日本法のような建替えのための基準ではなく、共同関係の廃止のための基準として、「維

持・回復のための費用が、現建物の価格の○の１以上に至ったとき」ということになるの

であろうか（なお、関連する規定の形式として WEG18 条 2 項 2 号参照）。 

 



（資料） 
 

住居所有権および継続的居住権に関する法律 
（住居所有権法） 

 
1951 年 3 月 15 日付[連邦官報第Ⅰ部 175、209 頁] 

2007 年 3 月 26 日の住居所有権及びその他の法律を変更する法律により最終変更 

 

 

第 1 編 住居所有権 
 

第 1 条 [定義] 
 １． この法律の定めるところにより、住居については住居所有権を、建物の居住に供

しない部屋については部分所有権を設定することができる。 
 ２． 住居所有権とは、住居の特別所有権であって、その属する共同財産の共有持分と

結合したものをいう。 
 ３． 部分所有権とは、建物の居住の用に供しない部屋の特別所有権であって、その属

する共同財産の共有持分と結合したものをいう。 
 ４． 住居所有権及び部分所有権は、特別所有権を数個の土地の共有持分と結合する方

法によっては、設定することができない。 
 ５． この法律において、共同財産とは、土地並びに特別所有権又は第三者の所有権の

目的ではない建物部分、施設及び設備をいう。 

 ６． 住居所有権に関する規定は、部分所有権について準用する。 

 

 

第１章 住居所有権の設定 
 

第２条 [設定の方法] 
 住居所有権は、特別所有権の契約による付与[３条]又は分割[８条]により設定される。 

 

第３条 [特別所有権の契約による付与] 
１． 土地の共有は、民法９３条の規定にかかわらず、共有者間の契約により、当該土

地の上に既に建築され、又は将来建築されるべき建物の特定の住居又は居住のよう

に供さない特定の部屋の特別所有権を各共有者に付与する方法によって制限するこ

とができる。 
 ２． 特別所有権は、住居又はその他の部屋が完全な独立性を有する場合に限り、付与

することができる。駐車場は、その範囲が永続的な標識により明確にされていると

きは、独立性を有する部屋とみなす。 

 

第４条 [方式に関する規定] 
１． 特別所有権の付与及びその廃止には、権利変動の発生に関する当事者の合意及び

 



登記簿への登記を要する。 
２． 前項の合意は、不動産所有権移転につき定められた方式をもってすることを要す

る。特別所有権の付与又は廃止は、条件付又は期限付ですることができない。 
３． 民法第３１１条ｂ第１項の規定は、当事者の一方に特別所有権を付与し、取得し、

又は廃止すべき議務を負わせる契約について準用する。 

 

第５条 [特別所有権の目的物及び内容] 
１． 特別所有権の目的物は、第３条第 1 項の規定に従って定められた部屋及び当該部

屋に属する建物の構成部分であって、その変更、除去及び接合が共同財産又は他の

住居所有権者の特別所有権に基づく権利を第１４条の規定により許容される限度を

超えて侵害し、又は建物の外形を変更することなしに、可能であるものとする。 
２． 建物の存立又は安全に必要な建物の部分並びに住居所有権者の共同の使用に供さ

れる建物の施設及び設備は、特別所有権の目的物である部屋の内部に存在するもの

であっても、特別所有権の目的物とならない。 
３． 住居所有権者は、規約により、特別所有権の目的物となることができる建物の構

成部分を共同財産に属させることができる。 
４． 住居所有権者相互の関係に関する規約は、２章及び第３章の規定に従い、特別所

有権の内容とすることができる。住居所有権に、第三者のための抵当権、土地債務

又は定期土地債務若しくは物的負担が設定されているときは、他の法律の規定に基

づいて要求される、規約に対する当該第三者の同意は、特別利用権が設定され、又

は住居所有権に付随した特別利用権が廃止、変更又は移転される限りにおいて、必

要である。規約による特別利用権の設定において、これにより同時に、第三者のた

めの負担が設定されている住居所有権に付随する特別利用権が設定されるときは、

当該第三者の同意は不要である。 
 

第６条 [特別所有権の非独立性] 
１． 特別所宥権は、その属する共有持分と分離して譲渡し、又はその上に負担を設定

することができない。 
２． 共有持分を目的とする権利は、共有持分に属する特別所有権に及ぶ。 

 

第７条 [登記簿に関する規定] 
１． 第３条第 1 項の場合には、職権で、共有持分ごとに特別登記用紙（住居登記簿、

部分所有権登記簿）を備える。この登記用紙には、当該共有持分に属する特別所有

権を登記し、かつ、共有の制限として、他の共有持分に属する特別所有権の付与を

登記する。土地の登記用紙は、職権で閉鎖する。 
２． 混乱を生ずるおそれがないときは、特別登記用紙を備えることを省略することが

できる。この場合には、土地の登記用紙に共同住居登記簿[共同部分所有権登記簿]
と表示しなければならない。 

３． 特別所有権の目的物及び内容をより詳細に表示するために、登記承諾書を引用す

ることができる。 
４． 登記承諾書には、次の各号に掲げる書面を添付しなければならない。 

一．建築監督官庁が署名し、かつ、印章又はスタンプを押印した建設計画書であ

って、建物の区分並びに特別所有権又は共同財産に属する建物の部分の位置及

 



び大きさを明らかにするもの（建物区分計画書）。同一の住居所有権に属するす

べての個室には、それぞれ同一の番号を付さなければならない。 

    二．第３条第２項の要件が存在する旨の建築監督官庁の証明書 

登記承諾書において個々の特別所有権について番号を付するときは、その番号は、

建物区分計画書の番号と一致させなければならない。 

州政府は、法令により、公的に認定され又は選任された鑑定人が、建築監督官庁に

代わり、建物区分計画書（第 1 文第 1 号）及び確閉性の証明（第 1 文第 2 号）を作

成し又は証明することの可否並びにその場合について、定めることができる。鑑定

人がこの職務を実行したときは、1974 年 3 月 19 日付の住居所有権法（連邦官報 1974

年 3 月 23 日第 58 号）第 7 条第 4 項第 2 号及び第 32 条第 2 項第 2 号の規定に基づく、

証明書の提出に関する一般行政規則を準用する。この場合において、書面が土地登

記法第 29 条の方式を備えることを要しない。州政府は、法令により、州の建築行政

機関にその権限を委任することができる。 
５． 住居登記簿に関する規定は、部分所有権登記簿について準用する。 

 
第８条 [所有者による分割] 
１． 土地の所有者は、登記所に対する意思表示により、土地の所有権を複数の共有持分

に分割し、各共有持分に、当該土地の上に既に建築され、又は将来建築されるべき建

物の特定の住居又は居住の用に供しない特定の部屋の特別所有権を結合させること

ができる。 
２． 第３条第２項、第５条、第６条並びに前条第 1 項及び第３項から第５項までの規

定は、前項の場合について準用する。分割は、住居登記簿を備えたときにその効力を

生ずる。 

 

第９条 [住居登記簿の閉鎖] 
１． 住居登記簿の閉鎖については、次の各号に定めるところによる。 

一．住居所有権が第４条の規定に従い廃止されたときは、職権で、住居登記簿を

閉鎖する。 
二．建物の完全な減失によりすべての特別所有権の目的物が存在しなくなり、か

つ、建築監督官庁の証明書によりこれが証明されるときは、住居所有権者全員

の申請により、住居登記簿を閉鎖する。 
三．すべての住居所有権が一人に帰属するときは、当該所有者の申請により、住

居登記簿を閉鎖する。 
２． 前項の規定は、住居所有権が独立に第三者の権利の目的である場合において、一

般の規定によれば、特別所有権の廃止につき当該第三者の承諾を要するときは、当

該規定の適用を妨げない。 
３． 住居登記簿を閉鎖したときは、一般の規定に従い土地につき登記用紙を備える。

特別所有権は、それが未だ廃止されていないときは、当該登記用紙を備えたときに

消滅する。 
 
 

第２章 住居所有権者の共同関係 （Gemeinschaft der Wohnungseigentümer） 
 

 



第１０条 [一般原則] 

１． 本法の規定に基づく権利及び義務、特に特別所有権及び共同財産の保有者は、住

居所有権者である。但し、この法律に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

２． 住居所有権者相互の関係については、この法律の規定により、この法律に特別の

規定がないときは、共同関係に関する民法の規定による。住居所有権者は、この法

律の規定と異なる規約を設定することができる。但し、この法律に別段の定めがあ

るときは、この限りでない。各住居所有権者は、個々の事案におけるあらゆる事情、

特に他の住居所有権者の権利及び利益を考慮して、現行の規制（Regelung）の維持

が重大な事由から不相当であると思われるときには、法律の規定と異なる規約又は

規約の適正化を請求することができる。 
３． 住居所有権者がこの法律の規定を補完し、又は変更して相互の関係を規律するた

めに設定した規約及びその変更又は廃止は、それが特別所有権の内容として登記簿

に登記されているときに限り、住居所有権者の特定承継人に対してもその効力を生

ずる。 
４． 第 23 条の規定に基づく住居所有権者の決議及び第 43 条の規定に基づく訴訟にお

ける裁判所の裁判は、登記簿への登記なくして、住居所有権者の特定承継人に対し

てもその効力を生ずる。第 23 条 1 項の規定に従い規約に基づいてなされた、この法

律の規定と異なる内容の決議又は規約を変更する決議も同様とする。 
５． この法律又は住居所有権者の規約により多数決によって決議をすることができる

ものとされている事項に関する法律行為が、多数決による決議に基づきなされたと

きは、当該法律行為は、当該決議に反対し、又はこれに参加しなかった住居所有権

者のために及びその者に対して、その効力を生ずる。 

６．  住居所有権者の共同体（Die Gemeinschaft der Wohnungseigentümer）は、共

同財産の管理の全ての範囲において、第三者及び住居所有権者に対して、独自で権

利を取得し又義務を負うことができる。住居所有権者の共同体は、共同体として法

律に基づいて創設され、又は法律行為に基づいて取得された権利及び義務の保有者

である。住居所有権者の共同体は、住居所有権者の共同体に関する権利を行使し義

務を履行するほか、住居所有権者のその他の権利及び義務をも、それが共同して行

使され又履行されるべき限りにおいて、行使し履行する。共同体は、共有敷地の特

定の表示を付した、「住居所有権者共同体」の名称を用いなければならない。共同体

は裁判において訴えることができ、また訴えられることもできる。 

７． 管理財産は、住居所有権者の共同体に帰属する。管理財産は、共同財産の管理の

全範囲において、法律の規定に基づいて取得し、及び法律行為により取得した物及

び権利、並びに発生した債務から成る。管理財産には、特に、第三者及び住居所有

権者との間の権利関係に基づく請求権及び権限、並びに徴収した金銭が含まれる。

住居所有権全部が一人に帰属したときは、管理財産は、土地の所有者に移転する。 
８． 各住居所有権者は、自己が共同体に帰属している間に成立し又は当該期間内に弁

済期の到来した住居所有権者の共同体の債務について、その有する共有持分の割合

（第 16 条第 1 項第 2 文）に応じ、債権者に対して責任を負う。住居所有権の譲渡後

の責任については、HGB160 条を類推して適用する。住居所有権者は、債権者に対

し、自己に個人的に成立した抗弁権のほか、共同体の有する抗弁権を主張すること

 



ができるが、自己が共同体に対して有する抗弁権を主張することはできない。取消

可能の抗弁及び相殺可能の抗弁については、BGB 第 770 条の規定を類推して適用す

る。秩序あるものではない管理を理由とする、共同体に対する住居所有権者の責任

は、第 1 文に規定するところにより決定する。 

 

第１1 条 [共同関係の非解消性] 
１． 住居所有権者は、共同関係の廃止を請求することができない。重大な理由に基づ

く廃止も同様とする。これと異なる規約は、建物の全部又は一部が滅失し、かつ、

再建の義務が存しない場合に限り、効力を有する。 
２． 共同関係の廃止を請求する差押債権者の権利[民法第７５１条]及び破産管財人の権

利（倒産法第１６条第２項）は、行使することができない。 
３． 共同体の管理財産に対しては、破産手続は開始しない。 
 

第１２条 [譲渡制限] 
１． 住居所有権者は、規約により、特別所有権の内容として、住居所有権を譲渡する

には他の住居所有権者又は第三者の同意を要する旨を定めることができる。 
２． 前項の同意は、重大な理由がなければ、拒むことができない。前項の規約におい

て、特定の場合に住居所有権者が同意の付与を求める請求権を有するものとするこ

とができる。 
３． 第 1 項の規約が存するときは、住居所有権の譲渡及び住居所有権者にその譲渡の

義を負わせる契約は、同項の同意がない限り、無効である。強制執行の方法による

譲渡又は破産管財人による譲渡も、法律行為による譲渡と同様とする。 
４． 住居所有権者は、第 1 項の規定に基づく譲渡制限を廃止することについて、多数

決により決議をすることができる。この権限は、住居所有権者の規約により制限又

は排除することができない。第 1 文の規定による決議がなされたときは、土地登記

簿における譲渡制限を抹消することができる。第 1 文の決議が証明されたときは、

土地登記法 19 条に基づく同意は不要である。この証明については、第 26 条 3 項の

規定を準用する。 

 

第１３条 [住居所有権者の権利] 
１． 各住居所有権者は、法律に反し、又は第三者の権利を害しない限り、特別所有権

に属する建物部分を自由に支配し、特にこれに居住し、これを使用賃貸借若しくは

用益賃貸借の目的に供し、又はその他の方法でこれを使用し、かつ、他人の干渉を

排除することができる。 
２． 各住居所有権者は、次条及び第１５条の規定に従い共同財産を共同で使用する権

利を有する。共同財産から生ずるその他の利益は、第１６条の規定に従い各住居所

有権者に分配する。 

 

第１４条 [住居所有権者の義務] 
各住居所有権者は、次の各号に定める義務を負う。 

一．秩序ある共同生活を行う上で避けることができない程度を超えて他の住居所有権

者に損害を与えないような方法で、特別所有権の目的物である建物部分を継持し、

かつ、当該建物部分及び共同財産を使用すること。 

 



二．自己の世帯若しくは営業に属する者又は自己が特別所有権若しくは共有の目的物

である土地若しくは建物の部分の使用を委ねた者が前号に定める義務を遵守するよ

うに配慮すること。 
三．前２号の規定に従った使用により特別所有権の目的物である建物部分及び共同財

産について生ずる侵害を受忍すること。 
四．共同財産の維持又は修繕に必要である限り、特別所有権の目的物である建物部分

への立入り及び使用を許容すること。但し、これによって生じた損害は、補償する

ことを要する。 

 

第１５条 [使用に関する規制] 
１． 住居所有権者は、規約により、特別所有権及び共同財産の使用を規制することが

できる。 
２． 前項の規約に反対の定めがない限り、住居所有権者は、多数決により、特別所有

権の目的物である建物部分及び共同財産の性質に適合した秩序ある使用について決

議をすることができる。 
３． 各住居所有権者は、特別所有権の目的物である建物部分及び共同財産について、

法律、規約及び決議に適合し、又はこれらによる規制が存しないときは、公平な判

断に照らし住居所有権者全体の利益に適合する使用を請求することができる。 
 

第１６条 [利益、負担及び費用] 
１． 各住居所有権者は、その持分に応じて、共同財産から生ずる利益を収取する。そ

の持分は、不動産登記法第４７条の規定により登記簿に登記された共有持分の割合

によって定められる。 
２． 各住居所有権者は、その持分（前項第２文）に応じて、他の住居所有権者に対し、

共同財産の負担に任じ、並びに共同財産の維持、修繕その他の管理及び共同使用の

費用を負担する義務を負う。 
３． 住居所有権者は、前項の規定を変更して、BGB 第 556 条第 1 項の意味における共

同財産又は特別所有権の目的物の維持費（Betriebskosten）で、第三者について直接

に計算されないもの、並びに管理費用を、消費量又は原因（Verursachung）に従っ

て把握し（erfassen）、当該基準若しくは他の基準に従って分配することについて、

多数決により決議をすることができる。但し、それが秩序ある管理に適合しないと

きは、この限りでない。 
４． 住居所有権者は、個別の事案において、第 21 条 5 項 2 号の意味における維持又は

修繕若しくは第 22 条第 1 項及び第 2 項の意味における建築上の変更について、第二

項の規定を変更して、それが住居所有権者による使用又は使用可能性を考慮したも

のであるときには、費用の分配を決議により定めることができる。第 1 文に規定す

る、費用分配の規制のための決議には、第 25 条 2 項の議決権を有する住居所有権者

の四分の三の多数及び全持分権の過半数を要する。 

５． 前二項に定める権限は、住居所有権者の規約により制限をすることができない。 

６． 第 22 条第 1 項に規定する措置に同意しなかった住居所有権者は、当該措置に基づ

いて生ずる利益の分配を請求する権利を有さず、当該措置によって生ずる費用を負

担する義務を負わない。第１文の規定は、第 4 項の規定に基づく費用分配には適用

しない。 

 



７． 第 18 条の規定に基づく訴訟の費用及び第 14 条第 4 号の規定による損害の補償は、

特に第 2 項の管理の費用に属するものとする。 

８． 第 43 条の規定に基づく法律紛争の費用は、報酬に関する合意（第 27 条第 2 項第

4 号、第 3 項第 6 号）に従い、法定の弁護士報酬と比較して超過出費が問題となる場

合にのみ、第 2 項の管理の費用に属するものとする。 

 
第１７条 [共同関係の廃止の場合の持分] 

共同関係の廃止の場合における共有者の持分は、その時の住居所有権の価格の割合

に応じて定められる。住居所有権者が費用を負担しなかった措置により、共有持分

の価格に変更を生じたときは、当該変更は、持分の価格の算定について考慮しない。 
 

第１８条 [住居所有権の剥奪] 
１． 住居所有権者が他の住居所有権者に対して負う義務につき重大な違反をし、その

ために当該住居所有権者との共同関係の継続を以後他の住居所有権者に対して期待

することができないときは、他の住居所有権者は、当該住居所有権者に対し、その

住居所有権の譲渡を請求することができる。住居所有権を剥奪する権限は、住居所

有権者の共同体がこれを行使する。但し、二名の住居所有権者から構成される共同

体については、この限りでない。 
２． 次の各号に掲げる場合は、特に前項の場合に該当するものとする。 

一．住居所有権者が警告を無視し、反復して第１４条の義務に者しく違反したと

き。 
二．住居所有権者が負担及び費用の分担義務[第１６条第２項]の履行を三月を超え

て遅滞し、その額が住居所有権の財産価格の百分の三を超えるとき。 
３． 第 1 項の規定による請求については、住居所有権者は、多数決により決議をする。

この決議は、議決催を有する住居所有権者の過半数で決する。第２５条第３項及び

第４項の規定は、この場合については適用しない。 
４． 第 1 項の規定による請求権は、住居所有権者の規約により制限し、又は排除する

ことができない。 

 

第 1９条 [判決の効力] 
１． 住居所有権者に対し住居所有権の譲渡を命ずる判決により、各共有者は競売につ

いて、強制競売及び強制管理に関する法律の第 1 編の規定に従って権限を取得する。

この権利を行使する権限は、住居所有権者の共同体に帰属する。但し、二名の住居

所有権者から構成される共同体については、この限りでない。  
２． 前条第 2 項第 2 号の場合において、住居所有権者は、競落の許可があるまでは、

判決の原因となった不履行に係る義務のほか、訴訟及び競落手続きによって生じた

費用の賠償義務並びに履行期の到来したその他の負担及び費用の分担義務を併せて

履行することにより、前項に規定する判決の効力を免れることができる。 
３． 住居所有権者に対し住居所有権を譲渡する義務を負わせる裁判上の和解、又は調

停所において成立した和解は、第 1 項の判決と同一の効力を有する。 

 

 

 



第３章 管理 
 

第２０条 [管理の組織] 
１． 住居所有権者は次条から第２５条までの規定に従い、管理者は第２６条から第２

８条までの規定に従い、共同財産を管理する義務を負う。管理顧問会が設置された

場合には、管理顧問会は、第２９条の規定に従い共同財産を管理する義務を負う。 
２． 管理者の任命は、排除することができない。 
 

第２1 条 [住居所有権者による管理] 
１． この法律又は住居所有権者の規約に別段の定めがない限り、共同財産の管理は、

住居所有権者が共同して行う。 
２． 各住居所有権者は、共同財産について生ずべき直接かつ急迫の損害を避けるため

に、他の住居所有権者の同意なく必要な措置を講ずる権限を有する。 
３． 共同財産の管理を規定する住居所有権者の規約が存しない限り、住居所有権者は、

多数決により、共同財産の性質に適合した秩序ある管理について決議をすることが

できる。 
４． 各住居所有権者は、規約及び決議に適合し、もしこれらが存しないときは、公平

な判断に照らし住居所有権者全体の利益に適合する管理を請求することができる。 
５． 次の各号に掲げるものは、特に秩序ある、住居所有権者全体の利益に適合した管

理に該当するものとする。 
一．建物使用細則の制定 
二．共同財産の秩序ある維持及び修繕 
三．共同財産の現価に応じた火災保険契約の締結並びに住居所有権者が建物及び

土地の占有者として負うべき損害賠償責任についての適当な責任保険契約の締

結 
四．適当な維持準備金の積立て 
五．予算の作成[第２８条] 
六．住居所有権者のための加入電話設備、ラジオ受信装置又はエネルギー供給設

備を設置するのに必要なすべての措置の受忍 
６． 住居所有権者は、自己のために前項第六号に掲げる措置がされたときは、これに

よって生じた損害を補償する義務を負う。 
７． 住居所有権者は、支払いの方法、弁済期及び遅滞の効果並びに共同財産の特別な

利用又は管理のための特別な出費に関する規制について、多数決により決議をする

ことができる。 
８． 住居所有権者が法律上必要な措置を行わないときは、当該措置が法律、住居所有

権者の規約又は決議に基づいて生じない限りにおいて、住居所有権者に代わり裁判

所が、第 43 条の規定に基づく訴訟において、公平な裁量に基づいて裁判をすること

ができる。 

 

第２２条 [特別の出費、再建] 
１． 共同財産の秩序ある維持又は修繕の範囲を超える建築上の変更及び出費について

は、第 14 条第 1 項の定める程度を超えてその権利を侵害される住居所有権者の全員

の同意があるときには、これを決議し又は請求することができる。この同意は、住

 



居所有権者の権利が第 1 文に定める仕方で侵害されることのないときには不要であ

る。  
２． BGB 第 559 条第 1 項の規定に相当する近代化又は共同財産の技術水準への適合化

に資する、前項第 1 文の規定に基づく措置は、それが住居施設の特性（Eingenart）
を変更せず、又住居所有権者の権利を他の住居所有権者と比較して不当に侵害する

ことのないときは、前項の規定にもかかわらず、議決権を有する全住居所有権者の

四分の三の多数かつ第 25 条第 2 項の意味における共有持分の過半数により決議をす

ることができる。第 1 文の権限は、住居所有権者の規約により制限又は排除をする

ことができない。 
３． 前条第 5 項第 2 号の意味における近代化のための修繕措置については、前条第 3

項及び第 4 項が引き続き適用される。 
４． 建物がその価格の二分の一を超えて滅失し、かつ、その損害が保険その他の方法

により塡補されないときは、その再建については、前条第３項の規定に従い決議を

し、又は同条第４項の規定に従い請求をすることができない。 

 

第２３条 [住居所有権者の集会] 
１． この法律又は住居所有権者の規約において住居所有権者が決議により決すること

ができるものとされている事項は、住居所有権者の集会の議決により処理する。 
２． 決議を有効に行うためには、招集の際に集会の目的を明示することを要する。 
３． 決議は、集会によらなくても、すべての住居所有権者が書面により当該決議に同

意することを明らかにするときは、有効である。 

４． 強行規定に違反する決議は無効である。その他の場合には、決議は、確定力を備

えた判決により無効と宣言されない限り、有効である。 

 

第２４条 [招集、議長、議事録] 
１． 住居所有権者集会は、管理者が少なくとも年一回招集する。 
２． 管理者は、住居所有権者の規約により定められている場合その他総数の四分の一

を超える区分所有者が目的及び理由を記載した文書により請求する場合には、住居

所有権者集会を招集しなげればならない。 
３． 管理者が欠けている場合又は管理者が住居所有権者集会を招集する義務を履行し

ない場合において、管理顧問会が設置されているときは、管理顧問会の議長又はそ

の代理人が住居所有権者集会を招集することができる。 
４． 招集は、文書によって行う。特に緊急を要する場合を除き、招集期間は、二週間

以上でなければならない。 
５． 別段の決議がない限り、管理者が住居所有権者集会の議長となる。 
６． 集会においてされた決議については、議事録を作成しなければならない。議事録

には、議長及び住居所有権者の一人並びに管理顧問会が設置されているときは、管

理顧問会の議長又はその代理人が署名することを要する。各住居所有権者は、議事

録を閲覧する権利を有する。 

７． 決議集を備えるものとする。決議集は、当該決議又は裁判所の裁判が 2007 年 7 月

1 日以降に行われた限りにおいて、次の各号に掲げる記述のみを内容とする。 

一 住居所有権者の集会において周知された決議に、集会の日付及び場所の記載を

 



付したもの。 

二 書面による決議に、周知（Verkündigung）の場所と日付の記載を付したもの。

並びに 

三 第 43 条の規定に基づく訴訟における、判決の形式による裁判所の裁判に、訴

訟の日付、裁判所及び当事者の記載を付したもの。 

決議及び裁判所の裁判は、連続して登録し、通し番号を付さなければならない。決

議及び裁判所の裁判が取り消され又は破棄されたときは、その旨を付記しなければ

ならない。破棄の場合には、付記に代えて登録を抹消することができる。登録は、

それがその他の事由から住居所有権者にとってもはや意義を有さない場合にも、抹

消することができる。登録、付記及び抹消は、第 3 項から第 6 項までの規定に基づ

きこれを遅滞なく処理し、日付に従って管理しなければならない。住居所有権者又

は住居所有権者の授権を受けた第三者は、請求により決議集を閲覧することができ

る。 
  ８．  決議集は管理者が整備する。管理者が欠けているときは、住居所有権者集会

の議長が、決議集を整備する義務を負う。但し、住居所有権者が多数決の決議により、

当該職務を他の者に課している場合は、この限りでない。 
 

第２５条 [多数決による決議] 
１． 住居所有権者が多数決により決議をする事項の議決については、次項から第５項

までに定めるところによる。 
２． 各住居所有権者は、一個の議決権を有する。一個の住居所有権が数人の共有に属

するときは、共有者は、議決権を統一して行使しなければならない。 
３． 集会は、出席した議決権を有する住居所有権者が登記簿に登記された持分の割合

に従って算出した共有持分の過半数を代表するときに限り、決議をすることができ

る。 
４． 集会が前項の規定に従い決議をすることができないときは、管理者は、同一の目

的をもって新たな集会を招集する。この集会は、代表すべき持分の割合にかかわら

ず、決議をすることができる。招集の際には、このことを表示しなければならない。 
５． 住居所有権者は、議決が共同財産の管理についての自己との法律行為若しくは自

己に対する他の住居所有権者の訴えの提起若しくは終結に関するとき、又は第１８

条の規定に従い確定判決を受けたときは、議決権を行使することができない。 

 

第２６条 [管理者の任命及び解任] 
１． 住居所有権者は、管理者の任命及び解任につき多数決により決議をする。管理者

の任期は、五年を超えることができず、住居所有権の設定後初めて管理者を選任す

るときは、任期は、最長三年に制限される。管理者の解任は、重大な事由がなけれ

ばすることができない。管理者が決議集を秩序ある方法で管理しないときは、通常、

重大な事由が認められる。 
２． 管理者の再任も許される。再任には、任期の満了前一年以内に住居所有権者の新

たな決議を要する。 
３． 管理者がその資格を公の証明文書により証明する必要があるときは、その証明は、

その任命決議に係る議事録で、第２４条第六項に掲げる者の署名につき公の証明の

 



あるものの提示をもって足りる。 

 

第２７条 [管理者の職務及び権限] 

１． 管理者は、住居所有権者及び住居所有権者の共同体に対して、次の各号に掲げる

権限を有し、義務を負う。 

      一 住居所有権者の決議を執行し、かつ建物使用規則の遵守につき配慮する

こと。 

      二 共同財産の秩序ある維持及び修繕に必要な措置をとること。 

      三 緊急の場合に、共同財産の保存に必要なその他の措置をとること。 

      四 住居所有権者の共同の事項に関する限り、負担及び費用の分担額、償却

金並びに抵当利子を請求し、受領し、並びに支払うこと。 

五 共同財産の経常の管理に関するすべての支払及び給付をなし、又これら

を受領すること。 

六 受領した金銭を管理すること。 

七 第 43 条の規定に基づく訴訟の係属について、住居所有権者に遅滞なく通

知すること。 

八 第 21 条第 5 項第 6 号に掲げる措置に必要な意思表示を行うこと。 

２． 管理者は、住居所有権者全員の名において、次の各号に掲げる行為をする権限を

有し、かつ、当該行為の効力は、これらの者のために又はこれらの者に対して及ぶ。 

      一 住居所有権者としての資格で、その全員に対してなされる意思表示及び

通知を受領すること。 

      二 期間を遵守し、又はその他の法律上の損害を避けるために必要な措置を

とること。特に、判決手続及び執行手続において、第 43 条第 1 号、第 4 号又

は第 5 号の規定に基づいて、住居所有権者に対する訴訟を追行すること。 

      三 住居所有権者の規約又は多数決の決議により授権されたときは、請求権

を裁判上及び裁判外において行使すること。 

     四 第 43 条第 1 号、第 4 号又は第 5 号の規定に基づく訴訟のために、法定の

訴額を超える、裁判所費用法第 49 条 a 第 1 項第 1 文の規定に基づいて確定さ

れる訴額を最高限度として費用を査定する旨を、弁護士と合意すること。 

３．  管理者は、住居所有権者の共同体の名において、次の各号に掲げる行為をする権

限を有し、かつ、当該行為の効力は、共同体のために又はこれに対して及ぶ。 

      一 意思表示及び通知を受領すること。 

      二 期間を遵守し、又はその他の法律上の損害を避けるために必要な措置を

とること。特に判決手続及び執行手続において、第 43 条第 2 号又は第 5 号の

規定に基づいて、共同体に対する訴訟を追行すること。 

      三 第 1 項第 2 号の規定に基づく、必要な秩序ある修繕及び維持のための当

座の措置を実施すること。 

 



      四 第 1 項第 3 号乃至第 5 号までの規定及び第 8 号の規定に基づく措置をと

ること。 

      五 第 1 項第 6 号の規定に基づく受領した金銭の管理の範囲内において、口

座を開設すること。 

      六 第 43 条第 2 号又は第 5 号の規定に基づく訴訟のための、前項第 4 号の規

定に基づく報酬について、弁護士と合意すること。 

      七 住居所有権者の規約又は多数決の決議による授権があるときは、その他

の法律行為及び法的取引をすること。 

   管理者が欠けている場合又は管理者が代理権を授与されていない場合には、住居

所有権者全員が共同体を代理する。住居所有権者は、多数決の決議により、1 名又は

複数の住居所有権者に対して代理のための授権をすることができる。 
４． 前三項の規定による管理者の職務と権限は、住居所有権者の規約により制限又は

排除することができない。 

５． 管理者は、受領した金銭を自己の財産と分別して保管しなければならない。規約

又は住居所有権者の多数決の決議により、この金銭の処分には、住居所有権者の一人

又は第三者の同意を要するものとすることができる。 

６． 管理者は、住居所有権者に対し、白己の権限の範囲を明らかにした委任状又は授

権証書の交付を請求することができる。 

 

第２８条 [予算、収支計算] 
１． 管理者は、一暦年ごとに予算を作成しなげればなない。予算には、次の各号に掲

げるものを計上する。 
一．共同財産の管理に関する収入及び支出の予定 
二．住居所有権者の持分に応じた負担及び費用の分担の義務 
三．第２1 条第５項第４号の維持準備金についての住居所有権者の負担額 

２． 住居所有権者は、管理者の要求により、決定された予算に応じた前払金を支払う

義務を負う。 
３． 管理者は、暦年の経過後、決算を提出しなければならない。 
４． 住居所有権者は、いつでも、多数決による決議に基づき、管理者に対し収支計算

を請求することができる。 
５． 管理者の予算、決算及び収支計算については、住居所有権者が多数決により決議

をする。 

 

第２９条 [管理顧問会] 
１． 住居所有権者は、多数決により、管理顧問会の設置につき決議をすることができ

る。管理顧問会は、議長である一人の住居所有権者及び陪席である他の二人の住居

所有権者をもって構成する。 
２． 管理顧問会は、管埋者の職務の執行を援助する。 
３． 予算、予算に関する決算、収支計算及び費用の見積りについては、住居所有権者

集会が決議をする前に、管理顧問会が検査し、その意見を付さなければならない。 
４． 管理顧問会は、必要に応じて、議長が招集する。 

 



 

 

第４章 住居地上権  
 
第３０条 [住居地上権] 

地上権が数人の共有に属するときは、地上権に基づき既に建築され、又は将来建築される

建物のなかの特定の住居又は住居の用に供しない特定の部屋に対する特別所有権を、各権

利者に付与する方法によってその持分を制限することができる（住居地上権、部分地上権）。  

地上権者は、地上権を分割することができる。第 8 条の規定は、この場合について準用す

る。 

地上権の各持分に、職権で、特別地上権登記簿（住居地上権登記簿、部分地上権登記簿）

を備える。住居所有権（部分所有権）に関する規定は、住居地上権（部分地上権）につい

て準用する。 

 
 
 

第２編 継続的居住権  
 第３1 条から第４２条まで 省略 

 

 

第３編 手続規定 
 
第 43 条 [管轄] 

土地の所在地の裁判所は、次の各号に掲げる争訟について専属的な管轄権を有する。 

 一 住居所有権者の共同関係及び共同財産の管理から生ずる住居所有権者相互間の権利

及び義務に関する争訟。 

 二 住居所有権者の共同体と住居所有権者との間の権利及び義務に関する争訟。 

 三 共同財産の管理についての管理者の権利及び義務に関する争訟。 

 四 共同財産、共同財産の管理又は特別所有権に関するものであって、住居所有権者の

共同体又は住居所有権者を相手方とする、第三者の訴え。 

 五 住居所有権者共同体が申立人である場合の、督促手続。この限りにおいて、民事訴

訟法第 689 条第 2 項の規定は適用しない。 

 

第 44 条 [訴状における住居所有権者の記載] 

１． 相手方当事者たる者を除く住居所有権者全員により、又は住居所有権者全員に対し

て訴えが提起された場合には、訴状におけるその詳細の記載は、共有土地の一定の表

示で足りる。住居所有権者が訴えられたときは、訴状において、特に管理者及び第 45

 



２．住居所有権者の全員が当事者として訴訟に関与していないときは、前項の規定に従

い、原告はその他の住居所有権者の氏名を記載しなければならない。但し、裁判所が、

第 48 条第 1 項第 1 文の規定に基づくこの者の呼出しを行わないときは、この限りでな

い。 

 

第 45 条 [送達] 

１． 住居所有権者が被告であるか、又は第 48 条第 1 項第 1 文の規定に基づき訴訟に参

加するときは、管理者が住居所有権者の送達代理人となる。但し、管理者が住居所有権

者の相手方当事者として訴訟に関与し、又は訴訟の目的物を原因として、管理者が住居

所有権者に適切な情報提供を行わないおそれがあるときは、この限りでない。 

２． 管理者が送達代理人となることができないときは、住居所有権者は、多数決の決

議により、補助送達代理人及びその代理人を選任しなければならない。訴訟係属が未だ

発生していないときも同様である。裁判所が補充送達代理人に対して送達を命じた限り

において、補充送達代理人は、管理者が住居所有権者の送達代理人として有する職務及

び権限を取得する。このとき、第１項の規定を準用する。 

３． 前項第 1 文の規定に反して住居所有権者が補充送達代理人を選任せず、又はその

他の事由から前二項の規定に基づく送達を行うことができないときは、裁判所は、送達

代理人を選任することができる。 

 

第 46 条 [取消の訴え] 

１．一人又は複数の住居所有権者による、他の住居所有権者に対する住居所有権者の決議

の無効の宣告を求める訴え並びに管理者による訴えは、住居所有権者を相手方としな

ければならない。この訴えは、決議の日から一月内に提起しなければならず、決議の

日から二月内に理由を付さなければならない。民事訴訟法第 233 条から 238 条までの

規定を準用する。 

２．原告が、それにより決議が無効となる事実を明らかに（erkennbar）見落としたときは、

裁判所は、これを指摘しなければならない。 

 

第 47 条 [弁論の併合] 

  複数の訴訟において同一の決議の無効の宣告又は確定を求める訴えが提起されている

ときは、これらの弁論及び裁判を同時になすことができる。この併合の結果として、先

行する独立の訴訟の原告は、共同訴訟人と看做す。 

 

 



第 48 条 [呼出し（Beiladung）、判決の効力] 

２． 第 43 条第 1 号又は第 3 号の規定に基づく訴訟において、自己のみに帰属する請求権

を行使した住居所有権者の訴えが、一人又は個々の住居所有権者若しくは管理者のみに

向けられているときは、その他の住居所有権者を当該訴訟に呼び出すことを要する。但

し、法律上の利益を有さないことが明らかであるときは、この限りでない。第 43 条第

3 号又は第 4 号の規定に基づく訴訟において、管理者が当事者ではないときは、管理者

を呼び出すことを要する。 

３． 呼出しは、裁判長の決定を添付した訴状の送達によりこれをなす。呼出しをうけた者

は、当事者の一方又は他方を補助するために参加をすることができる。呼出しをうけた

住居所有権者が、訴訟係属中にその住居所有権を譲渡したときは、民事訴訟法第 265

条第 2 項の規定を準用する。 

４． 確定判決は、民事訴訟法第 325 条の規定に定められた効果を有するほか、呼出しをう

けたすべての住居所有権者及びその権利承継人、並びに呼出しをうけた管理者のため及

びこれに対してその効力を生じる。 

５． 判決により、決議の取消の訴えが理由のないものとして棄却されたときは、当該決議

の無効をもはや主張することができない。 

 

第 49 条 [費用の裁判（Kostenentscheidung）] 

１． 第 21 条 8 項の規定に基づいて、公平な裁量に従って裁判を行ったときは、訴訟費用

もまた公平な裁量に従って配分することができる。 

２． 裁判所の活動が管理者に起因しており、かつ管理者に重大な責任があるときは、裁判

費用は、管理者が当該訴訟の当事者ではない場合であっても、これを管理者に負担させ

ることができる。 

 

第 50 条 [費用償還] 

 訴訟の目的物に関連する理由から、委任を受けた複数の弁護士による代理が必要ではな

かったときは、委任を受けた一人の弁護士の費用のみが、相当な権利の伸張又は防御に必

要な費用として、当該住居所有権者へのその償還を認められうる。 

 

第 51 条乃至 58 条 〔削除〕 

 

第 4 編 補則 

 
第 59 条 〔削除〕 

 

第 60 条 [婚姻住居] 

 



 1944 年 10 月 21 日付婚姻住居及び家具の取扱いに関する命令（婚姻法第６施行令）[連

邦官報第Ⅰ部 256 頁]の規定は、婚姻住居が夫婦の一方若しくは双方の住居所有権に属する

場合、又は婚姻住居を目的とする継続的居住権が夫婦の一方若しくは双方に属する場合に

ついて準用する。 

 

第 61 条 [同意なくしてなされた譲渡] 

 第 12 条の同意が存在しない場合には、1944 年 1 月 15 日より前の譲渡の登記又は文献契

約の仮登記が行われ、かつ、その設定後の当該住居所有権の最初の登記が問題となるとき

は、特別の要件に関係なく、譲渡及び基礎にある義務事項は有効である。ただし、確定下

裁判上の決定に反する場合はこの限りでない。この場合、同意の欠缺は、民法第 178 条の

法律効果の発生に関する定めに違反しない。第 1 文及び第 2 文の規定は、本法第 30 条及び

第 35 条の場合について準用する。 

 

第 62 条 [経過規定] 

１．2007 年 7 月 1 日の時点において裁判所に係属している住居所有権事件又は競売事件

における手続、若しくは公証人に委託された任意競売については、2007 年 3 月 26 日

の法律第 1 項及び第 2 項（連邦官報第Ⅰ部 370 頁）の規定による変更を受けた、本法

第三編の規定及びその時まで適用されていた強制執行及び強制競売に関する法律の規

定を引き続き適用する。 

２．取消されるべき裁判が 2012 年 7 月 1 日より前になされたときは、不許可決定に対す

る異議申立に関する規定（民事訴訟法第 543 条第 1 項第 2 号、第 544 条）は、適用し

ない。 
 

第 63 条 [既存の法律関係の移行] 
１．この法律が定める法形式に相当する法律効果を目的とする法律関係が、この法律が

定める法形式に変更されるときは、それによって必要となる裁判所及び公証人の手数

料の算定については、住居所有権の場合は土地の全体価額の二五分の一、継続的住居

所有権の場合はその権利の価額の二五分の一をもって、その事件価額とする。 
２．（対象の無い経過規定） 
３．州方に基づく既存の法律関係をこの法律の認める法形式に適合させるための経過規

定は、州法により定めることができる。 
 
第 64 条 [施行期日] 
 この法律は、公布の日から施行する。 
 
 
（注記）本法の邦語訳としては、他に、伊藤栄寿『所有法と団体法の交錯』（成文堂、2011
年 2 月）253 頁以下に所収のものがある。 

 
 

 



 
ドイツ民法典の関連条文（共同関係および共有） 

 

 

共同関係法（債務法） 
 

第 741 条：[持分による共同関係] 

権利が数人に帰属するときは、法律による別段の結果を生じない限り、742 条乃至 758

条の規定を適用する（持分による共同関係）。 

 

第 742 条：[持分の平等] 

持分権者の持分は、疑わしいときは、平等なものとする。 

 

第 743 条：[果実の持分；使用権限] 

１ 各持分権者には、その持分に応じた果実の持分が帰属する。 

２ 各共同者は、共同の目的ついて、他の持分権者による共同使用を侵害しない限りに

おいて、これを使用することができる。 

 

第 744 条：[共同の管理] 

１ 共同の目的の管理は、持分権者の共同に帰属する。 

２ 各持分権者は、他の持分権者の同意なくして目的の保存に必要な処置を採ることが

できる。各持分権者は他の持分権者が当該措置に対する同意を予めなすべきことを請

求することができる。 

 

第 745 条：[決議による管理及び利用] 

１ 共同の目的の性質に適合する正常な管理及び利用は、多数決議によりこれを決する

ことができる。多数決は、持分の大小に応じてこれを計算する。 

２ 各持分権者は、管理及び利用が合意又は多数決により規律されていない限りにおい

て、衡平な裁量によれは全持分権者の利益に適合する管理及び利用を請求することが

できる。 

３ 目的の本質的変更は、これを決議し又は請求することができない。各持分権者が自

己の持分に応じた果実の部分を請求する権利は、その者の同意なくしてこれを害する

ことができない。 

 

第 746 条：[特定承継人に対する効力] 

持分権者が共同の目的の管理及び利用を規律したときは、その規定は特定承継人の利益

及び不利益のためにもその効力を生ずる。 

 



 

第 747 条：[共同目的の持分の処分] 

各持分権者はその持分を処分することができる。共同の目的の全体としての処分は、持

分権者が共同してのみこれをすることができる。 

 

第 748 条：[費用及び負担] 

各持分権者は他の持分権者に対し、その持分の割合に応じて共同の目的の負担に任じか

つその保存、管理及び共同利用の費用を負担する義務を負う。 

 

第 749 条：[廃止請求権] 

１ 各持分権者は何時でも共同関係の廃止を請求することができる。 

２ 廃止を請求する権利が合意により永久的又は一時的に排除されている場合であって

も、重大な事由があるときは、廃止を請求することができる。告知期間を定めた場合

であっても、同一の要件があるときは、この期間を保つことなく廃止を請求すること

ができる。 

３ 廃止を請求する権利を本条の規定に反して廃除または制限する合意は無効である。 

 

第 750 条：[死亡の場合における廃止の廃除] 

共有者が共同関係の廃止を請求する権利を一事的に廃除したときは、この合意は疑わし

いときは持分権者の一人の死亡とともにその効力を失う。 

 

第 751 条：[廃止の廃除と特定承継人] 

持分権者が共同関係の廃止を請求する権利を永久的若しくは一時的に廃除し又は告知期

間を定めたときは、その合意は特定承継人の利益および不利益にもおいてもその効力を生

ずる。一債権者が一持分権者の持分を差し押さえたときは、差押債権者はその合意にかか

わらず共同関係の廃止を請求することができる。但し、債務名義が単に仮執行力を有する

にとどまるときはこの限りでない。 

 

第 752 条：[自然分割] 

共同関係の廃止は、共同の目的または数個の目的が共同であるときは、これらの目的が

その価値を減ずることなくして共同者の持分に応じた同種の部分に分割されうる場合には、

自然的分割によりこれを行う。持分権者間における同種の部分の分配は、抽選（Los）によ

りこれを行う。 

 

第 753 条：[売却による分割] 

１ 自然的分割をなすことができないときは、共同関係の廃止は、質物の売却に関する

 



規定に従い共同の目的の売却を売却し、不動産については強制競売を行い、かつ売却

代金を分割することによりこれを行う。第三者に譲渡することができないときは、目

的を持分権者間にて競売しなければならない。 

２ 目的を売却する試みが効を奏しなかった場合は、各持分権者はその反復を請求する

ことができる。ただし、請求者は、反復した試みが成功しなかった場合において、そ

の費用を負担しなければならない。 

 

第 754 条：[共同債権の売却] 

共同債権の売却は、未だこれを取立てることができない場合にのみ、これをなすことが

できる。取立てが可能であるときは、各持分権者は共同の取立てを請求することができる。 

 

第 755 条：[連帯債務の償却（Berichtigung）] 

１ 持分権者が、第 748 条の規定に従いその持分の割合に応じて履行すべき義務または

この種の義務の履行のために負担したる義務につき、連帯債務者として責を負うとき

は、各持分権者は共同関係の廃止に際して、共同の目的によりこの債務を償却すべき

ことを請求することができる。 

２ 前項の請求は特定承継人に対してもこれを主張することができる。 

３ 債務の償却のために共同の目的の売却を必要とする限度において、第 753 条の規定

によりそれを売却しなければならない。 

 

第 756 条：[一持分権者の債務] 

持分権者の一人が他の持分権者に対し共同関係に基づく債権を有するときは、債権者は

共同関係の廃止に際し、債務者に帰すべき共同の目的の部分より自己の債権の償却を請求

することができる。第 755 条第 2 項及び第 3 項の規定はこの場合に適用する。 

 

第 757 条：[一持分権者への分配における担保給付（Gewaehrleistung）] 

共同関係の廃止に際して共同の目的を持分権者の一人に分配したときは、他の持分権者

は権利の瑕疵又は物の瑕疵に基づき売主と同様の方法を以て、その持分に応じ担保を給付

しなければならない。 

 

第 758 条：[廃止請求権の時効] 

共同関係の廃止の請求権は時効により消滅しない。 

 

 

共有（Miteigentum）（物権法） 
 

 



 

第 1008 条：[持分による共有] 

一個の物の所有権が持分により複数人に帰属するときは、第 1009 条乃至第 1011 条の規

定を適用する。 

 

第 1009 条：[一共有者のための負担] 

１ 共有者の一人の利益のために共有物に負担を設定することができる。 

２ 他の不動産の現時の所有者の利益のために共有不動産に負担を設定し又は共有不動

産の現時の所有者の利益のために他の不動産に負担を設定することは、他の不動産が

共有不動産の共有者の一人に帰属することにより妨げられない。 

 

第 1010 条：[一共有者の特定承継人] 

１ 不動産の共有者が管理及び利用を規定し、又は共同関係の廃止を請求する権利を永

久に若しくは一時的に除斥し、又は告知期間を定めたときは、これらの定めは、持分

の負担として登記簿に登記されなければ、有者の一人の特定承継人の不利益にその効

力を生じない。 

２ 第 755 条、756 条に規定された請求権は、それが土地登記簿に登記されなければ、

一人の共有者の特定承継人に対してこれを行使することができない。 

 

第 1011 条：[共有に基づく請求権] 

各共有者は共有物の全部に関する所有権に基づく請求権を第三者に対して行使すること

ができる。ただし、返還請求権は第 432 条の規定に従ってのみこれを実行することができ

る。 

 
 

 


